
 
 

 

熊本北部流域下水道指定管理者募集要項 

 

 

公の施設の管理については、平成１５年６月に地方自治法の一部改正（同年９月施行）

により、効果的・効率的な管理運営による住民サービスの向上と経費の節減を図ることを

目的に「指定管理者制度」が創設されたところです。 

熊本県では、公の施設である「熊本北部流域下水道」の管理業務についても、設置目的

をより効果的に達成するため、指定管理者制度を導入することとし、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４４条の２第３項、熊本県下水道事業の設置等に関する条例（昭

和６３年熊本県条例第３８号）第１６条及び熊本県公の施設の指定管理者の指定の手続に

関する条例（平成１６年熊本県条例第４４号）第３条の規定に基づき、熊本北部流域下水

道の指定管理者を募集します。 

 

１ 対象施設の概要 

(１) 名 称 

  熊本北部流域下水道 

(２) 所在地 

ア 終末処理場（熊本北部浄化センター） 

熊本市北区鶴羽田町１２－１ 

イ 清水ポンプ場 

熊本市北区高平３－４１－２４ 

ウ 弓削ポンプ場 

熊本市北区弓削６－６－１ 

エ 幹線管きょ流量測定及び水位観測システム 

熊本市北区清水新地地内等１６箇所 

熊本市北区鶴羽田地内等１２箇所 

オ 幹線管きょ及び放流管きょ 

熊本市ほか計画区域内一円 

カ その他流域下水道施設  次の路線沿いの各水路 

熊本市道飛田町四方寄町第１号線、熊本市道鶴羽田町四方寄町第１号線及び熊

本市道飛田町鶴羽田町第１号線沿いの水路 

(３) 施設の設置目的、役割等 

熊本北部流域下水道は、熊本市北東部の生活環境の改善及び公共用水域の水質保

全を目的として、熊本市（旧熊本市及び旧飽託郡北部町）、菊池郡菊陽町及び合

志市（旧合志町）の区域を対象に昭和５７年度から事業着手し、平成元年３月に

一部の区域を対象に供用を開始しました。 

平成１５年度から旧鹿本郡植木町の区域（計画処理区域面積４２３ha）を地区に

編入し、同区域については平成１９年度に供用を開始しました。 

また、平成２６年度には、合志市の西合志処理分区（計画処理区域面積５１１h

a）を地区に編入し、平成２８年度に汚水の受入れを開始しました。 



 
 

(４) 施設の沿革 

・昭和５７年度   熊本北部浄化センター用地買収に着手 

・昭和６０年度    熊本北部浄化センター建設工事に着手 

・平成元年３月  一部供用開始、清水ポンプ場供用開始 

・平成  ５年度  弓削ポンプ場供用開始 

・平成１９年度  植木幹線供用開始 

・平成２８年度  西合志処理分区受入れ開始 

(５) 施設内容、規模等 

全体計画と現況の概要 

 全体計画 令和８年３月末現在 

関連市町村 熊本市、合志市、菊陽町 

処理面積 ４，９９９ha ４，５６６ha 

処理人口 ２２５，６００人 ２１９，１１９人 

排除方式 分   流   式 

処理方式 
凝集剤添加ステップ流入２段硝

化脱窒法＋急速ろ過法 

標準活性汚泥法、凝集剤添加ステ

ップ流入２段硝化脱窒法 

放流水質 
BOD:7.0mg/l､T-N:17.0mg/l、 

T-P:3.0mg/l 

(平均)BOD:3.4mg/l､ 

T-N:14mg/l、T-P:1.7mg/l 

冬季日最大汚

水量 
    １１４，３８０ｍ３ ／日 ７９，３０４ｍ３ ／日 

処理能力 

(冬季日最大) 
       １１５，０００ｍ３ ／日   １１１，１５０ｍ３ ／日 

主要施設概要 

・終末処理場 13.5ha、 

水処理１０池 

・中継ポンプ場 ２箇所 

・幹線管きょ  24.51km 

・終末処理場 13.5ha、 

水処理１０池 

・中継ポンプ場 ２箇所 

・幹線管きょ  24.51km 

※ 令和８年度維持管理実施状況等の詳細は別添「熊本北部流域下水道指定管理者業務

仕様書」別添「施設概要書」のとおり 

(６) 現在の管理運営体制 

現在の管理受託団体（指定管理者） 

…九テク・熊環・熊エンジニアリング委託業務共同企業体 

(７) 施設の利用実績 

過去３年間の年間流入水量の推移 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

流入水量(m３) 25,580,012 26,686,268 27,479,618 

 



 
 

２ 施設管理運営と指定管理者募集に当たっての基本的な考え方 

熊本北部流域下水道は、坪井川及び堀川の流域に所在する熊本市、合志市及び菊陽町

で生じる下水を処理することにより、これら地域の水質の保全と生活環境の改善を図る

ための、地域における重要な社会基盤の一つです。 

このたび、熊本北部流域下水道事業では、民間の能力を活用しつつ、住民サービスの

向上を図るとともに管理経費の節減を図るため、公募により指定管理者を募集します。 

当事業の管理運営においては、次に掲げる項目を基本的な考え方とします。 

(１) 流域下水道施設を適正かつ効率的に管理運営することにより、放流水質の基準を

厳守すること。 

(２) 生じる汚泥を適正にかつ確実に処理すること。 

(３) 省資源や省エネルギーについても関係機関と協力し推進すること。 

 

なお、物件設置の許可、監督処分等の下水道管理者（県）が行うべき公権力の行使に

係る事務等を指定管理者が行うことはできません(注)。 

(注) 平成１６年３月３０日付け国都下企第７１号国土交通省都市・地域整備局下水道

部下水道企画課長通知（参考資料１） 

 

３ 指定管理者が行う管理業務の基準 

(１) 法令遵守等 

管理運営業務を行うに当たっては、次の法令等を遵守してください。 

ア 下水道法（昭和３３年法律第７９号）、熊本県下水道事業の設置等に関する

条例その他の下水道関係法令 

イ 水質汚濁防止法（昭和４５年法律１３８号）及び水質汚濁防止法第３条第３

項の規定に基づき排水基準を定める条例（昭和４７年熊本県条例第６３号）その

他の水質規制関係法令 

ウ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）その他の

廃棄物処理関係法令 

エ 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）、騒音規制法（昭和４３年法律

第９８号）、振動規制法（昭和５１年法律第６４号）、悪臭防止法（昭和４６年

法律第９１号）その他の環境保全関係法令 

オ 地方自治法その他の行政関係法令 

カ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律

第５７号）その他の労働関係法令 

キ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０

号）、水道法（昭和３２年法律第１７７号）、建築基準法（昭和２５年法律第２

０１号）、消防法（昭和２３年法律第１８６号）、電気事業法（昭和３９年法律

第１７０号）、建設業法（昭和２４年法律第１００号）その他管理物件の維持管

理又は保守点検に関する法令 

ク その他 

   ・ 指定管理者は、施設の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、個



 
 

人情報の保護に関する法律第６６条第２項第２号の規定に従い、協定にお

いて定める安全確保の措置を講じなければなりません。 

   ・ 指定管理者は、施設の使用許可承認等行政処分に相当する権限を行使する

ときは、熊本県行政手続条例第２章の規定を遵守すること。 

   ・ 指定管理業務を行うに当たり作成し又は取得した文書等は、適正に管理

し、５年間保存すること。指定期間を過ぎた後も同様とします。 

   ・ 指定管理者は、業務の実施に当たっては、省エネルギーの徹底と温室効果

ガスの排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推

進、廃棄物の適正処理に努めること。 

     また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン調達）に努める

こと。 

(２) 別添「熊本北部流域下水道指定管理者業務仕様書」に定める要求性能を維持達

成するため、下水道施設の運転管理を適切に行ってください。 

(３) 施設設備の維持管理及び物品等の調達管理等を適切に行ってください。 

(４) 見学者対応その他の外来者対応業務等のため、通常業務日の日中勤務時間中は

終末処理場内に常時人員を配置してください。 

※ 管理の基準に関する細目的事項は、協議のうえ、協定で定めます。 

 

４ 指定管理者の業務等 

(１) 流域下水道の運転操作及び監視に関する業務 

(２) 流域下水道の施設、設備及び物品の維持管理、保守点検及び修繕に関する業務 

(３) その他、指定管理者が流域下水道の管理上必要と認める業務 

※ 指定管理者が行う業務の範囲の細目的事項、業務対象施設の範囲及び施設増設・更

新計画等については、別添「熊本北部流域下水道指定管理者業務仕様書」のとおりで

す。 

 

５ 指定の期間 

令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までとします。ただし、管理を継続する

ことが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがあります。 

 

６ 管理に要する経費 

熊本北部流域下水道の管理に要する経費は、県から支払う委託料によって賄うことと

します。このうち、指定期間中に県が支払う委託料の額は、下記に定める基準価格の範

囲内で、応募事業者から各年度の委託額の提案を求めます。 

なお、県からの委託料の具体額は事業計画書で提示された額に基づき、指定管理者と

県との間で締結する協定書で定めます。 

     

  基準価格 

  ３，４５４，８０９千円（３年間）（消費税及び地方消費税を含む) 

 



 
 

  （年度別内訳） 

令和９年度（２０２７年度） １，１６０，８００千円 

令和10年度（２０２８年度） １，１３９，５１３千円 

令和11年度（２０２９年度） １，１５４，４９６千円 

※ 消費税及び地方消費税の税率は１０％です。 

※ 基準価格を超える提案があった場合には、第一次審査で失格となりますので、ご注

意ください。 

 

７ 参加資格 

次の要件の全てを満たす法人その他の団体（以下「法人等」という。）でなければい

けません。 

(１) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

いこと。 

(２) 県内に事業所を有すること。 

(３) 熊本県から指名停止措置又は指定管理者からの暴力団排除に関する合意書に基づ

く排除措置を受けていないこと。 

(４) 労働者災害補償保険に加入していること。 

(５) 県税、法人税、消費税、地方消費税等を滞納していないこと。 

(６) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）等に基づく更生又は再生手続を行っていないこと。また、手形交換所によ

る取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状態が著しく

不健全である者でないこと。 

(７) 賃金不払いに関する厚生労働省からの通報が知事に対してあり、当該状態が継続

している場合であって、明らかに指定管理者として不適当であると認められる者

でないこと。 

(８) 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第１３４８号）

（参考資料２）に基づく登録を受けており、かつ下水道法その他関係法令に規定

する資格者等を配置できること。 

(９) 県内における公共下水道又は流域下水道の下水処理施設（１施設当たりの現有処

理能力が10,000ｍ３／日以上で標準活性汚泥法による施設）に係る過去５年以内の

維持管理実績があること。 

(10) 緊急時に対応するための十分な人的・物的な体制を整えていること。 

 

※ 事業協同組合、協業組合その他これらに類する組合等（以下、組合等という。）や複

数の法人等でグループを構成して申請する場合の参加資格の取扱いについては、以下の

とおりとします。 

・参加資格(１)～(７)については、組合等、事業に携わる組合員及び構成員の全部が満

たすこと。 

・参加資格(８)～(10)については、組合等、事業に携わる組合員及び構成員の全部又は

一部が満たすこと。 



 
 

また、次の事項について留意してください。 

・申請については、一申請者につき一提案に限ります。また、事業に携わる組合員やグ

ループの構成員は他のグループの構成員等となり又は単独で申請を行うことはでき

ません。 

・ 複数のグループを構成する場合、代表団体を選出し、県とのやり取りについては

代表団体が行うこと。 

・ 申請書の記名等については、事業に携わる組合員または構成員全員が行うこと。 

・ 「８ 提出書類」の(３)から(９)については、事業に携わる組合員または構成員

それぞれについて提出すること。また、(９)イについては、組合等またはグループ

で提出すること。 

 

８ 提出書類 

申請に当たっては、以下の書類を県に提出していただきます。なお、県が必要と認め

る場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

(１) 指定管理者指定申請書（別紙様式１） 

(２) 熊本北部流域下水道指定管理者事業計画書（事業計画書）（別紙様式２）及び収

支予算書（別紙様式３） 

(３) 定款、規約又はこれらに類する書類 

(４) 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

(５) 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他

団体の財務状況を明らかにする書類 

(６) 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他団体の業務の

内容を明らかにする書類 

(７) 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない

事業者は除く。） 

(８) 納税証明書 

ア  法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 

イ  熊本県の県税（同県税が課税されていない者で県外に主たる事務所又は事業所を

有する者にあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の都道府県税）について

未納がないことの証明書 

(９) その他知事が必要と認める書類 

ア 法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（法人等の組織図や執行体制

等がわかるもの及び就業規則又はこれらの準ずる書類） 

イ グループで申請する場合はグループ構成員表及び協定書（構成員の代表団体、役

割分担、代金請求・受領団体等を明らかにした書類） 

ウ 指定管理者からの暴力団排除に関する合意書に基づく申立書（別紙様式４） 

 

９ 質問事項の受付 

募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

(１) 受付期間  令和８年９月４日（金）から令和８年１０月５日（月）まで 



 
 

(２) 受付方法  質問票（別紙様式５）に記入のうえ、ファクシミリ又は電子メール

で提出してください（電話での質問は受け付けません。） 

 

10 図書の閲覧及び現地説明会 

希望者には、次の日程等により、施設機能報告書、維持管理年報その他参考図書の閲

覧及び熊本北部浄化センターの施設の現地説明会を行います。現地説明会に当たって

は、法人等の名称及び参加する方の氏名を事前に下水環境課に申し込んでください。 

また、図書閲覧及び現地説明会に当たっては立入禁止箇所には立ち入らないなど、必

ず職員の指示等に従ってください。閲覧中及び施設の確認中の事故等の責任も負いかね

ますので、その旨あらかじめ御了解のうえ申し込んでください。 

(１) 図書の閲覧 

ア 実施期間 令和８年９月４日（金）から令和８年１０月５日（月）まで 

（県の休日を除く。） 

イ 実施時間 午前８時３０分から午後５時まで 

ウ 実施場所 熊本県土木部道路都市局下水環境課（県庁行政棟本館１２階） 

(２) 現地説明会 

ア 実施期間 令和８年９月１６日（水） 

  イ 実施時間 午前１０時から午後０時まで 

  ウ 実施場所 熊本北部浄化センター 

※ 現地説明会等については、申込に応じ事前に打ち合わせを行い調整します。 

 

11 申請書提出先及び提出期間 

(１) 提出先  熊本県土木部道路都市局下水環境課 （県庁行政棟本館１２階） 

〒862-8570 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 

電話 096-333-2529  ファクシミリ 096-385-7398 

(２) 提出期間 令和８年９月１４日（月）から令和８年１０月５日（月）までの日 

（県の休日を除く。）の午前８時３０分から午後５時までとします。 

※ 郵送の場合、書留郵便により最終日の午後５時までに必着のこと。 

※ 電子メール、ファクシミリでの提出は認めません。 

(３) 提出部数  正本１部、副本１１部 

副本についてはコピーで構いません。 

 

12 選定方法 

(１) 指定管理候補者選考委員会の選考意見を踏まえて、最終的に県において指定管理

候補者を選定します。なお、指定管理候補者選考委員会では、各委員が次の選考

基準に基づいて審査・採点を行い、選考意見を取りまとめます。 

 

 

 

 



 
 

(２) 審査基準と配点 

審査基準及び審査内容 配点 

事業計画の内容が、住民の平等な利用を確保できるものであるか。 

 ・施設の設置目的及び県が示した管理の方針 

※選考委員会で否と判断された場合は失格とし、以下の採点は実施しません。 

適・否 

１ 

 

 

事業計画書の内容が、当該公の施設の効用を最大限に発揮させるものであ

るか。 

・  施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性 

３５ 

２ 

 

 

事業計画書の内容が、管理に係る経費の縮減が図られるものであるか。 

ア 施設の管理運営に係る経費の内容 

イ 収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 

２０ 

３ 

 

 

 

 

 

事業計画書に沿った管理を安定して行うために必要な人員及び財政的基

礎を有しているか。 

ア 安定的な運営が可能となる人的能力 

イ 安定的な運営が可能となる経理的基盤 

ウ 類似施設の運営実績 

３５ 

４ 

 

 

 

 

その他、当該公の施設の設置目的を達成するために必要と認める事項。 

ア 資源リサイクル、廃棄物の適正処分及び環境問題への取組、グリー

ン購入の推進、省資源・省エネルギーの推進等 

イ 普及啓発・広報活動への取組姿勢・方針等 

ウ 地域経済、地域貢献及び産業振興に対する視点 

１０ 

 合        計 １００ 

 

13 申請に要する経費 

申請に要する経費等はすべて申請者の負担とします。 

 

14 無効又は失格 

本要項中に記載しているほか、以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となるこ

とがあります。 

(１) 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき 

(２) 申請書に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき 

(３) 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているとき 

(４) 申請書に虚偽の内容が記載されているとき 

(５) その他指定管理候補者選考委員会での協議の結果、審査を行うに当たって不適当

と認められるとき 



 
 

15 選考委員会 

令和８年１０月以降に開催する予定です。 

申請者である法人その他の団体の代表者又は代理の方におかれましては、提案内容等

の説明及び委員からの質疑に対する応答等をお願いします。時間、場所については、後

日連絡します。 

 

16 選定結果等の公表 

応募状況については、申請した団体の名称について公表します。 

選定結果については、各申請者に文書で通知するとともに、県のホームページ上で、

各申請者の得点状況、指定管理候補者の選定理由、指定管理候補者の事業計画の概要等

を公表します。 

 

17 指定管理者の決定及び管理業務に係る委託料 

(１) 指定管理者は令和８年１２月熊本県議会の議決を経て指定されます。 

(２) 議決後に県と指定管理者との間で協定を締結しますが、この協定の管理業務に係

る委託料は、令和９年度から令和１１年度までにおける各年度の予算額以内となりま

すので、申請時に提出のあった管理業務に係る提案価格を下回る場合があります。 

(３) 次に定めるときは、県が委託料を減額することがあります。 

ア 指定管理者が仕様書に定める放流水質基準を達成できないとき、又は仕様書に定

める管理目標基準を頻繁に達成できないとき。 

(４) 次に定めるときは、県と指定管理者が協議のうえ、委託料を変更することがあり

ます。 

ア 各年度において、流入水量実績が仕様書に定める流入予測水量に対して１０００

分の２５を超える相違が見込まれ、県又は指定管理者が流入水量により変動を受

ける費用（薬品費及び汚泥処分費等）について、委託料の変更を求めたとき。 

イ 指定管理者が仕様書に定める維持管理水準を満たさず、施設及び設備等に経年劣

化の程度を超えた劣化や破損が認められたとき。 

ウ その他、委託料の額を変更すべき特別な事情が生じたとき。 

 

18 その他 

(１) 提出書類はお返しできません。 

(２) 提出された書類は、必要に応じ複写します。（使用は県庁内及び選考委員会での

検討に限ります。） 

(３) 提出された書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 

 

19 留意事項 

(１) 指定管理候補者を指定管理者として指定する前において、指定管理候補者が「７

 参加資格」に掲げる要件を欠くこととなったとき、又は財務状況の悪化等によ

り事業の履行が確実でないと認められるとき、若しくは社会的信用を著しく損な

うなど指定管理者としてふさわしくないと認められるときは、協定を締結しない

又は協定を解除し、指定管理者の指定を行わないことがあります。 



 
 

(２) 指定管理者の指定後に、指定管理者が「７ 参加資格」に掲げる要件を欠くこと

となったとき、又は財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められ

るとき、若しくは社会的信用を著しく損なうなど指定管理者としてふさわしくな

いと認められるときは、指定管理者の指定を取り消し、又は業務の全部若しくは

一部の停止を命じることができるものとします。 

 

20 添付資料・様式 

(１) 指定管理者指定申請書（別紙様式１） 

(２) 流域下水道指定管理者事業計画書（別紙様式２） 

(３) 流域下水道管理業務の収支予算書（別紙様式３） 

(４) 指定管理者からの暴力団排除に関する合意書に基づく申立書（別紙様式４） 

(５) 質問書（別紙様式５） 

(６) 熊本北部流域下水道指定管理者業務仕様書（施設概要書を含む。） 

(７) 熊本北部流域下水道の管理運営に関する協定書（案） 

 

《 問い合わせ先 》 

  熊本県土木部道路都市局下水環境課 田山、川野 

   電 話    ０９６－３３３－２５２９ 

   ファクシミリ ０９６－３８５－７３９８ 

   電子メール gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp 

 

mailto:gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp


（別紙様式１） 

 

指定管理者指定申請書 

 

                                                              年  月    日 

 

  熊本県知事          様 

                                              所在地 

                                      申請者  団体名 

                                              代表者氏名               

 

 下記の公の施設について、指定管理者の指定を受けたいので申請します。 

 

                                    記 

 

  公の施設の名称                流域下水道 

 

 （添付書類） 

１ 指定を受けようとする公の施設の管理に関する事業計画書及び収支予算書 

２ 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

３ 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

４ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他

団体の財務状況を明らかにする書類 

５ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他団体の業務の

内容を明らかにする書類 

６ 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない

事業者は除く。） 

７ 納税証明書 

イ 法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 

ロ 熊本県の県税（同県税が課されていない者で県外に主たる事務所又は事業所を

有するものにあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の都道府県税）につい

て未納がないことの証明書 

８ その他知事が必要と認める書類 

イ 法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（法人等の組織図や執行体

制等がわかるもの及び就業規則又はこれらの準ずる書類） 

ロ グループで申請する場合は、グループ構成員表及び協定書（構成員の代表団体

、役割分担、代金請求・受領団体等を明らかにした書類） 

ハ 「指定管理者からの暴力団排除に関する合意書」に基づく申立書 

 

 





（別紙様式２－１－１） 

事 業 計 画 書 

                                                                 流域下水道 

１ 法人等の概要 

 

 法人等の名称 

 

 

 

 所 在 地 

 

 

 

 代 表 者 

 

 

 

 法人等設立年月日 

 

 

 

 資本金（基本財産

） 

 

 

 

 従業員（職員）数 

 

   役員    正職員    臨時・パート       合

計 

 

 主な事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 応 募 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県内所在の 

 事務所又は事業所 

  

 

 

 

 

事務所名等 

 

 

 

所 在 地 

 

 

 

電話番号 

 

 

 

 

※グループ申請の場合は、別紙様式２－１－２を記入してください。  



（別紙様式２－１－２） 

１－２ グループの概要 

 グループ名  

  

代 

表 

と 

な 

る 

団 

体 

 

 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

 

 

構 

成 

員 

 

 

 

 

 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

 

 

構 

成 

員 

 

 

 

 

 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 

 

 



（別紙様式２－１－３） 

１－２ 組合等の概要 

 組合名  

  

代 

表 

と 

な 

る 

団 

体 

 

 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

 

  

事

業

を

担

う

組

合

員 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

 

 

事

業

を

担

う

組

合

員 

 所在地  

 団体の名称  代表者  

 法人等設置年月日  資本金  

 従業員（職員）数  役員    正職員    臨時・パート     合計 

 主な事業内容 

 

 

 

 

下水道処理施設維持管理業者登録規程による登録番号  

 県内所在の事務所

 又は事業所 

 

 事務所名等  

 所在地  

 電話番号  

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 



２ 流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－１） 

 項         目 

１ 施設の設

置目的及び

県が示した

管理の方針 

ア 施設管理運営に関する基本方針 

 

 

 

２ 施設の維

持管理の内

容、適格性

及び実現の

可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 通常管理運営業務の実施計画 

(1) 運転操作監視業務実施計画 

 ①浄化センター 

 ・水処理施設 

 ・汚泥処理施設 

 ②中継ポンプ場 

 ③マンホールポンプ 

 ④幹線管きょ(接続点)流量測定システム 

 ⑤その他の施設 

 ⑥総合的な運転操作監視計画 

 

(2) 保守点検業務実施計画 

 

(3) 環境計測業務実施計画 

 

(4) ユーティリティ・物品調達管理実施計画 

 

(5) 分解整備工事実施計画 

 

(6) 修繕業務実施計画 

 

(7) 施設清掃・緑地管理業務実施計画 

 ①施設清掃 

 ②緑地管理 

 

(8) 下水汚泥処理、処分等実施計画 

 

(9) 沈砂・しさ（流入汚水中のゴミ）等処理、処分計画 

 

(10) その他の業務実施計画 

 

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 

 

 



２ 流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－２） 

                  項         目 

２ 施設の維

持管理の内

容、適格性

及び実現の

可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 異常時の管理運営業務実施計画 

 

 

 

 

ウ 業務要求水準達成のための具体的方策 

(1) 放流水質基準 

 

(2) 維持管理要求基準       

                                 

(3) その他                  

 

エ 施設の効率的管理のための提案 

 

 

 

 

 

オ 安全管理に関する方針 

(1) 業務従事者 

 

(2) 見学者 

 

(3) 周辺住民等 

 

(4) 施設のセキュリティ 

 

カ 周辺住民等への配慮に対する方針 

 

キ 見学者への対応方針 

 

ク 当流域下水道の理解促進に向けた提案  

 

ケ クレーム、苦情等の処理方針 

 

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 

 

 



２ 流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－３） 

                   項         目 

３ 施設の管

理運営に係

る経費の縮

減 

ア 管理経費の縮減方法 

 

 

 

４ 安定的な

運営が可能

となる人的

能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 職員体制、また採用や確保の方策 

(1) 通常時 

 ①現場組織機構    
様式２－３記載のとおり

 

 ②現場組織人員 

 

(2) 緊急時、災害時 

 ①現場組織機構    
様式２－３記載のとおり

    

 ②現場組織人員  

 

イ 組織的なバックアップ体制 

 ①通常時 

 ②緊急時 

ウ 職員の指導育成、研修方針 

 

エ 業務再委託先への指導監督体制 

 

５ 安定的な

運営が可能

となる経理

的基盤 

ア 金融機関、出資者等の支援体制 

 

イ 本業務から生じる恐れのある経済的リスクを回避する方策 

 

６ 類似施設

の運営実績 

様式２－４のとおり 

 

７ 資源リサ

イクル、廃

棄物の適正

処分及び環

境問題への

取組、グリ

ーン購入、

省資源・省

エネルギー

の推進等 

ア 汚泥減量化、再利用促進に向けた方策 

 

イ 汚泥その他の廃棄物の適正処分等に向けた方策 

 

ウ 廃熱、処理水の利活用のための方策 

 

エ 組織的な環境方針その他環境問題への取組み 

 



※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 

 

２ 流域下水道の管理計画等                                         （様式２－２－４） 

                   項         目 

８ 普及啓発

・広報活動

への取組姿

勢・方針等 

 

 

ア 生活排水処理施設整備推進、水洗化促進及び適正な維持管理に係る普

及啓発・広報活動についての方策 

 

イ 県、流域関連市町村が実施する普及啓発・広報活動との連携について

の方策 

 

９ 地域経済

や産業振興

に対する視

点 

ア 指定管理者が業務を遂行するに当たっての地域経済、地域貢献及び産

業振興に対する視点 

イ 県、流域関連市町村及び地域の関係事業者との連携協力の方策 

 

※欄が不足する場合には、複数ページにして記入してください。 



（別紙様式２－３） 

３ 指定管理者における組織体制 

 人員配置計画 

① 組織図 

組織全体と現場との相関、通常時と緊急時との相違があれば、分かるよう図化するこ

と。（ ）内に人数を併記してください。 

 

 

 

 

 

 

 

② 組織人員一覧表 

役職 

・職種  

 

担当業務 

 

 

能力・資格 

実務経験年数

・業務経歴等 

雇用形態 

 

 

雇用者の 

確保方策 

 

年齢層 

 

 

備  考 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 雇用形態欄には、常勤、臨時、嘱託等の別を記載してください。 

２ 雇用者の確保方策欄には、申請者が既に雇用している者（雇用済）又は今後雇用を

予定するもの（予定）の別を記入してください。 

３ 備考欄には、勤務体制（勤務時間・休日設定）を記入してください。（別紙可） 

４ 施設の管理に要する資格については、有資格者の配置が確認出来るように記入し

てください。 

５ グループ申請の場合は、備考欄に所属団体を記入してください。 

 



（別紙様式２－４） 

４ 類似施設管理運営実績 

施設名 

 

 

施設概要 受託業務概要 

処理能力 

(日最大) 

水処理方式 

 

汚泥処理

方式 

汚泥消化 

槽の有無 

供用開 

始年月 

(業務､期間､処理能力等を

具体的に記載) 

 受注 

 形態 

 （例） 

○県△町 

公共下水道 

計画 

50,000 

m３／日 

標準活性 

汚泥法 

 

ｽｸﾘｭｰﾌﾟﾚｽ 

 

 

有 

 

 

S62.4 

 

 

･業務：処理場､ポンプ場運転管

理 

･期間：H20.4～H23.3 

･現有処理能力：10,000m３/日 

共同 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※（注）１ 記載対象施設は公共下水道又は流域下水道に限る。 

     ２ グループ申請の場合には、代表団体の実績を記入すること。 

     ３ 共同企業体等の構成員としての実績は、最大出資団体での実績に限る。 



（別紙様式２－５） 

５ その他 

 

 流域下水道の管理に関して、アピールや提案等があれば，記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙様式３－１） 

収支予算書（令和９年度～令和１１年度） 

１ 提案価格                                                       （単位：千円） 

 R9年度 R10年度 R11年度 合計 

提案価格     

 

２ 収支予算書                           （単位：千円） 

区   分 R9年度 R10年度 R11年度 合計 

収 

入 

県受託収入     

▲▲収入     

収 入 合 計     

 

支 

 

出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運転管理費     

 

 

 

・人件費 

・消耗品､材料費 

・○○費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユーティリティ     

 

 

 

・電気料 

・燃料費 

・△△費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分解整備工事     

修繕費     

維持管理費     

 

 

 

 

・施設清掃 

・緑地管理 

・汚泥処分 

・□□費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

薬品費     

 

 

・消毒用 

・□□用 

 

 

 

 

 

 

 

 

普及啓発費     

諸経費     

・・・     

     

支 出 合 計     

※１ 令和９年度～令和１１年度における各年度の収支予算を主な収入支出項目に区分して

示してください。 

※２ 消費税及び地方消費税込の金額で示してください。税率は１０％です。 

 

 



 

（別紙様式３－２） 

収 支 予 算 書 

 

令和○○年度の収支予算書                                                          

 

【収入の部】                                                               （単位：千円） 

区 分 金 額 積  算  内  訳 

【様式3-1に記載し

た項目ごとに記載

】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入合計   

                                                                               

【支出の部】                                                               （単位：千円） 

区 分 金 額 積  算  内  訳 

【様式3-1に記載し

た項目ごとに記載

】  

 

 

 

 

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

                

 

 

 

 

 

 

 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  支出合計   

※流域下水道の管理経費について記入してください。（別紙可） 

  注）１ 記入については年度ごとに分けて記入してください。 

    ２ 記入した金額は、県から指定管理者への管理業務費の基礎となります。 

    ３ 事業計画書に示された内容と経費の内容が一致するよう記入してください。 



（別紙様式４） 

 

令和 年 月 日  

 

 熊本県土木部道路都市局下水環境課長 様 

                                                団体名 

 

                        代表者名 

 

申 立 書 

 熊本県       流域下水道の指定管理者指定申請書の提出に際し、熊本県と熊本

県警察本部が締結した「指定管理者からの暴力団排除に関する合意書」の趣旨を尊重し、

以下に記載した役員等について、熊本県が実施する暴力団との関係の確認について協力致

します。 

 なお、役員等の中から熊本県警察本部が暴力団との関係について認める役員等が発覚し

た場合、選定段階における失格若しくは指定管理候補者の取消し、又は指定の取消しをさ

れても不服がないことを申し立てます。 

                                        記 
応募施設名  

商号又は名称  

所 在 地  

代表者 

役員等 

 

役職名 
ふりがな 

生年月日 性別 現住所 
氏  名 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

 
 

   
 

備 考 
 

 

 ※常勤・非常勤を問わず記載をお願いします。 

 ※役員数が複数枚にわたる場合は、この用紙をコピーしてお使いください。 





（別紙様式５） 

質 問 書 

 

熊 本 県 

土木部下水環境課 あて 

  住所：〒862-8570 熊本市中央区水前寺六丁目１８番１号 

 ＦＡＸ：０９６－３８５－７３９８ 

  Ｅメール：gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp 

令和  年  月  日 

施 設 名 
流域下水道 

団体の名称 
 

質 問 者 

役職・氏名 
 

所属 
 

連絡先 
※電話、ＦＡＸ、Ｅメールアドレス等を記載 

要項等にお 

ける個所特

定 

要項、仕様書等の文章名  

ページ数  

条項、行数等の箇所の表示  

（質問内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp




 
 

参考資料 

流域下水道指定管理者事業計画書（様式２） 

共通記載要領 

 

 

Ⅰ 共通事項 

 

１ 記載スペースが不足する場合には、記載欄を適宜拡張してください。 

また、記載欄が不足する場合には、記載欄を適宜追加してください。 

２ 既存の資料がある場合には、別添として構いませんが、当事業計画書と別添資料と

の対応関係が分かるよう整理してください。 

３ 説明及びヒアリングには時間に限りがありますので、事業計画書の作成に当たって

は、次の点に留意してください。 

・ 提案内容等を十分整理し、必要かつ十分な内容とすること 

・ 冗長とならないよう、要点を押さえた簡潔な記載とすること 

・ 図や表等を活用するなどにより、分かりやすい表現を工夫すること 

４ 申請される流域下水道の箇所によっては、不必要な項目がありますが、その場合は

項目自体を抹消されて構いません。 

５ 指定管理者仕様書に規定している事柄で業務要求水準や法的な義務にかかわるもの

などを除き、仕様書記載の内容より優位性が認められるものについては、この事業計

画書で提案されて構いませんが、具体的な優位性を記述してください。 

 

Ⅱ 個別的事項 

 

１ 法人等の概要 

・様式に記載している事項に沿って記入してください。 

 

２ 流域下水道の管理計画等 

２－１   施設の設置目的及び県が示した管理の方針 

ア  施設管理運営に関する基本方針 

・ 流域下水道の設置目的、機能、施設の具体的な特性等及び指定管理者制度の

趣旨等を踏まえ、管理運営の基本方針、姿勢等を具体的に記載してください。 

 

２－２  施設の維持管理の内容、適格性及び実現の可能性 

ア 通常管理運営業務の実施計画 

(1) 運転操作監視業務実施計画 

・ 各基幹施設の特性等を踏まえ実施計画を具体的に提案してください。 

・ 中継ポンプ場等が複数ある場合には、施設ごとに記載してください。 

(2) 保守点検業務実施計画 

・ 予防保全の観点から、主要な施設・設備ごとに、その特性等を踏まえた実施

内容等を具体的に提案してください。 

・ なお、点検表の作成例があれば、資料として添付していただいて結構です。 



 
 

・ 参考までに、指定管理者の業務とする保守点検の内容はおおむね次のとおり

です。 

日常点検、定期点検、法定自主点検、法定点検（検査)、臨時点検 

(3) 環境計測業務実施計画 

・ 運転管理や汚泥処分に必要な水質、汚泥の分析方法等を具体的に提案してく

ださい。なお、「指定管理者業務仕様書」では水質検査、汚泥試験、悪臭物質

等環境保全項目に係る頻度、サンプリング箇所等を規定しておりますが、提

案の優位性が認められれば当該仕様書と異なる提案をされても構いません。 

・ 外部委託で実施する場合には委託先や委託する項目等の計画も記載してくだ

さい。 

(4) ユーティリティ・物品調達管理実施計画 

・ 主要なユーティリティ、物品などの調達方法、調達先及び既存の物品等を含

めた効率的な管理方法等を提案してください。 

(5) 分解整備工事（オーバーホール）実施計画 

・ 仕様書第１条第１項第２号に規定する「分解整備工事年次計画」を基に具体

的な方法を提案してください。 

(6) 修繕業務実施計画 

・ 指定管理者の業務とされた修繕について、想定される内容ごとに具体的に提

案してください。 

(7) 施設清掃、緑地管理業務実施計画 

・ 管理棟等の施設、敷地内の清掃及び植栽等の管理について具体的な実施方法

等を提案してください。 

(8) 下水汚泥処理、処分等業務実施計画 

・ 下水汚泥処理、収集運搬及び処分方法について、搬出先の選定の考え方や適

正処分の方策等に係る具体的実施方法を提案してください。 

(9) 沈砂、しさ等発生廃棄物処分業務実施計画 

・ 沈砂、しさ等廃棄物処分について、適正処分の方策等に係る具体的実施方法

を提案してください。 

(10) その他の業務実施計画 

・ 上記以外の施設管理で想定される業務について、特記すべき事項があれば記

載してください。 

 

イ 異常時の管理運営業務の実施計画 

・ 天災、異常気象、異常流入、異常放流、いっ水事故、施設の主要機能停止その

他具体的な緊急状況を想定して、その対応方針、実施体制、通報連絡網その

他具体的方策等を提案してください。 

 

ウ 業務要求水準達成のための具体的方策 

(1) 放流水質基準 

・ 通常時及び異常時それぞれのケースについて要求水準達成のための具体的方

策を提案してください。 

・ 基準を超過した場合の対応策等についても提案してください。 



 
 

(2)維持管理要求基準 

・ 施設機能保全、損傷回避、美観維持等の要求水準達成のための点検、調整等

施設管理の具体的方策を提案してください。 

(3)その他 

・ 上記以外の要求水準達成のための具体的方策を提案してください。 

 

エ 施設の効率的管理のための提案 

・ 施設の特性等を踏まえ、効用を最大限に発揮させるための効率的管理に向け

た具体的方策を提案してください。 

・ 「通常管理業務の実施計画」に記載した個別の業務に関する事項を再掲され

ても構いませんが、業務全体を総括した提案があれば併せて記載してくださ

い。 

 

オ 安全管理に関する方針 

(1)業務従事者に対する安全管理方針 

・ 労働安全衛生上の管理方針、組織体制その他具体策を記載してください。 

(2)見学者等に対する安全管理方針 

・ 見学者等外部の者の安全管理に関する方針及び具体策をソフト、ハード両面

から記載してください。 

(3)周辺住民等に対する安全管理方針 

・ 周辺住民等に影響を与える事故等、考えられるケースごとに、安全管理方針

及び発生時の処理方針等を具体的に記載してください。 

(4)施設のセキュリティに関する計画 

・ 施設の警備計画や防火体制等の具体的な計画について記載してください。 

 

カ 周辺住民等への配慮等に対する方針 

・ 周辺住民や周辺環境への配慮という観点から留意点を整理し、具体的方策を

提案してください。 

 

キ 見学者への対応方針 

・ 見学者に対する下水道への理解を深めるための対応方法、接遇方針その他の

留意点を整理し、具体的方策を提案してください。 

 

ク 当流域下水道の理解促進に向けた提案 

・ 申請に係る流域下水道への住民の理解を深めるための対応方法、当該施設の

効果的なＰＲ方法等に関するアイデアや留意点を整理し、具体的方策を提案

してください。 

 

ケ クレーム、苦情等の処理方針 

・ 近隣住民等からのクレーム、苦情等処理に対する基本姿勢や処理方法につい

て具体的に記載してください。 

 



 
 

２－３ 施設の管理運営に係る経費の縮減 

ア 管理経費の縮減方法 

・ 業務の水準を低下させずに管理経費を節減する方法について、具体的な業務

や事務の内容ごとに、その具体的な方策を提案してください。 

 

２－４ 安定的な運営が可能となる人的能力 

ア 職員体制、また採用や確保の方策 

(1)通常時 

・ 現場業務の実施体制、勤務ローテーションなどを個別業務ごとに整理し、様

式２－３①に組織図として図示してください。 

・ 平日日中と夜間及び休業日との勤務体制が異なる場合は、分かるように図化

してください。 

・ 組織人員一覧表に、想定される現場の人員を記載してください。 

(2)緊急時、災害時 

・ 通常時と現場業務の実施体制が異なる場合には、通常時と同じ要領で様式２

－３①に通常時と分けて図示してください。 

・ 通常時と異なる場合には、組織人員一覧表に、想定される現場の人員を通常

時と区分して記載してください。 

 

イ 組織的なバックアップ体制 

・ 組織としての現場のバックアップ体制を、通常時と緊急時に分けて記載して

ください。 

・ 特に現場では対応不能なケースが発生した場合の具体的なバックアップ体制

について記載してください。 

 

ウ 職員の指導育成、研修方針 

・ 職員の能力育成や技術力、資質等向上に対する方針及び方策等を記載してく

ださい。 

・ その際、具体的研修計画等も提示してください。 

 

エ 業務再委託先の指導監督 

・ 一部の業務を再委託する場合、再委託先が実施する業務の品質を確保するた

めの指導監督体制について具体的な再委託業務を列挙して記載してください。 

 

２－５ 安定的な運営が可能となる経理的基盤 

ア 金融機関、出資者等の支援体制 

・ 主要取引銀行や出資者等の経営支援体制を記述してください。 

 

イ 本業務から生じる恐れのある経済的リスクを回避する方策 

・ 本業務から生じる恐れのある指定管理者サイドのリスク（例：施設管理瑕疵

に伴う指定管理者への損害賠償請求等）を回避するのための具体的方策を考

えている場合に、その具体的内容を記載してください。 



 
 

 

２－６ 類似道施設の運営実績 

・ 下水道施設の管理運営実績について、施設の名称、規模、業務内容及び期間

その他具体的内容を様式２－４に記載してください。 

・ なお、ここでいう「類似施設」とは、公共下水道（特定環境保全公共下水道を

含む。）及び流域下水道に限りますので御注意ください。 

 

２－７ 資源リサイクル、廃棄物の適正処分及び環境問題への取組、グリーン購入の

推進、省資源・省エネルギーの推進等 

ア 汚泥減量化、再利用促進に向けた方策 

・ 施設管理者として、現有施設で取り組める汚泥の減量化、再利用促進に向け

た具体的方策を提案してください。 

 

イ 汚泥その他の廃棄物の適正処分等に向けた方策 

・ 汚泥等廃棄物の不法投棄等の防止策、不法投棄等を引き起こさない具体的方

策を提案してください。 

・ ２－２ア(8)(9)の記述内容と重複しても構いませんが、ここでは、特に廃棄

物の不法投棄防止策に係る具体的提案等に特化して記載してください。 

 

ウ 廃熱、処理水の利活用のための方策 

・ 施設管理者として、現有施設で取り組める廃熱や処理水の再利用のための具

体的方策、アイデアなどを提案してください。 

 

エ 組織的な環境方針その他環境問題への取組 

・ 組織としての環境方針、環境問題への取組実績等を記載してください。 

 

２－８ 普及啓発・広報活動への取組姿勢・方針等 

・ 施設管理者として、組織として取り組める生活排水対策に関する住民向けの

普及啓発・広報活動について、関係行政機関との連携体制も含め具体的方策、

アイデアなどを提案してください。 

 

２－９ 地域経済、地域貢献及び産業振興に対する視点 

・ 下水道は地域に密着した社会資本であり、運営原資は利用者の使用料収入で

あるという観点から、指定管理者が業務を遂行するに当たっての地域経済、

地域貢献及び産業振興に対する視点を、物品調達等の具体的項目を挙げて具

体的な方針や考え方を記載してください。 

・ 当該流域下水道の管理に当たり、連携すべき地域の機関、事業者等との協力

支援体制の確保等に対する方策を具体的に記載してください。 

 

３ 指定管理者における組織体制 

・ 様式に記載している事項に沿って記入してください。 

 



 
 

４ 類似施設管理運営実績 

・ 様式に記載している事項に沿って記入してください。 

 

５ その他 

・ その他の参考事項として、本業務の実施に当たり、申請者と他者との相違点、

優位性、独自性、強調しておきたい事項等、アピールすべき事項や提案等が

あれば、その内容等を自由に記載してください。 

 

 

 

 

  



 
 

参考資料 

流域下水道指定管理者収支予算書（様式３） 

共通記載要領 

 

 

基本的に、様式に記載している事項に沿い、脚注等に留意して記入していただきます

が、これ以外で特に留意いただきたい事項は次のとおりです。 

 

Ⅰ 共通事項 

１ 各金額は、施設設備の現状、閲覧に供する図書の内容及び施設の増設や処理水量

予測等を踏まえ、事業計画書で提案される業務内容を反映して見積もってください。

また、消費税及び地方消費税込の金額で示してください。税率は１０％です。 

２ 様式３には区分の記入例を示しておりますので、記載上の参考としてください。 

また、不足する項目は適宜追加してください。 

３ 記入欄が不足する場合には、適宜追加してください。 

また、これにより複数ページにまたがっても構いません。 

 

Ⅱ 個別的事項 

１ 収入 

ア 県受託収入は、提案価格と一致することになります。 

 

２ 支出 

ア 運転管理費 

① 運転管理費は、この費用内に指定管理者が直接実施することとなる運転操作

監視費が含まれるため、必ず項目を建てて、その経費の内訳（人件費、消耗品

費等）を示してください。 

② ここで言う運転管理費を構成する業務は、次のとおりです。 

・ 運転操作監視 

監視室における監視、操作、記録及び現場操作作業等 

・ 保守点検 

日常点検、定期点検、臨時点検、簡易故障修理、定期自主点検、点検機器周 

辺の清掃等 

・ 運転管理に必要な水質試験 

・ 屋内居室及び屋外の単純清掃等 

・ 指定管理に伴う事務事業 

 

イ ユーティリティ 

① 電気料（低圧）、燃料費、水道代等の内訳を示してください。 

 

ウ 分解整備工事費 

① 仕様書第１１条及び仕様書別添４の「分解整備工事年次計画表」を基に記載

してください。 



 
 

 

エ 修繕費 

① 修繕費精算の基礎数値となりますので、必ず項目を建ててください。 

② ここで言う修繕費には、運転管理費中の保守点検費として計上した簡易故障

修理に係る費用は計上しないでください。 

 

オ 維持管理費 

① 施設清掃、緑地管理その他維持管理に係る経費を、その内訳を示して記載し

てください。 

 

カ   薬品費  

① 消毒用、汚泥処理用、水質等試験用等の用途を示してください。 

 



別記１ 

熊本北部流域下水道指定管理者業務仕様書 
 

  熊本北部流域下水道指定管理者募集要項に記載した事項のほか、指定管理者が遵守すべき

基準等はこの仕様書による。 

 

第１条 業務の細目 

指定管理者が実施する業務の細目は次の各号のとおりとする。 

(１) 流域下水道の運転操作及び監視 

・中央監視室における操作、監視及び記録（２４時間常駐体制をとること。） 

・水処理施設、汚泥処理施設、ポンプ場、発電施設、流量測定及び水位観測システム等

の各種設備の現場における機器操作、監視及び記録 

・夜間の巡視点検（２４時間常駐体制をとること。） 

・管理日誌の作成 

(２) 流域下水道施設の保守点検及び点検によって発見された異常箇所等の調整並びに 

機能保全のための分解整備工事、修繕及び消耗品交換 

・施設、設備及び機器の日常点検、定期点検、臨時点検及び記録 

・施設、設備及び機器の定期自主点検及び記録 

・施設、設備及び機器の分解整備工事業務 

・施設、設備及び機器の異常箇所の調整、注油、分解清掃、修繕（改築、更新を除く。）

及び消耗品（消火器等法令に基づく点検等の結果交換が必要となったものを含む）、

オイルなどの交換、はく離箇所等の塗装並びに記録 

・流量計のレンジ変更（流量増加に伴い最大流量が計測不能になった場合） 

・クレーン点検、消防法関係点検等の施設、設備及び機器の法定検査及び記録 

・点検機器周辺の清掃 

・法令等に基づく報告書の作成及び県が提出すべき報告書の作成支援 

(３) 流域下水道施設内の清掃、緑地管理及び警備等の維持管理 

・施設内、場内の清掃、除草等 

・終末処理場及びポンプ場の緑地管理 

・終末処理場及びポンプ場の建築物（土木施設を含む。）、外構等の点検、維持修繕、

電灯交換等 

・施設の施開錠、侵入者等の監視、警備 

・指定管理業務にて排出する廃棄物の収集搬出（汚泥、しさ、沈砂等は(５)で詳述） 

(４) 放流水、流入水及び汚泥の計量、成分分析その他必要な計測並びに検査及び試験 

・運転管理に必要な水質分析及び汚泥分析並びに放流水、流入水、汚泥等の計量及び記

録 

・異常時の水質分析及び汚泥分析その他必要な計測 

・分析結果の解析及び記録 

・流量測定及び水位観測システムごとの流量の測定及び記録 

・流量計その他の計測機器類の精度保持、校正等 

・試薬の管理及び廃液の管理並びに記録 

(５) 汚泥、しさ、沈砂等の処理、処分及び処分状況確認 

・汚泥脱水等の処理（脱水及び保管）   



・脱水汚泥の処分（運搬、処分及び処分状況確認） 

・汚泥処分のために必要な成分分析 

・しさ、沈砂の処理・処分（脱水、保管、運搬、処分及び処分状況確認） 

・産業廃棄物管理票の作成、交付、返付管理票の照合確認及び保管等の附帯事務 

(６) 環境保全のための排ガス及び臭気物質濃度、騒音及び振動の計測 

・温水器の排ガス計測及び記録 

・特定悪臭物質濃度、騒音及び振動の計測並びに記録（ばい煙発生施設が設置された場

合は、法令等に基づき排ガス測定等の実施） 

(７) 幹線管きょ等のパトロール 

・幹線管きょと放流管きょ上のルート及びそれらのルートに設置されているマンホー

ル（空気弁室を含む。以下同じ。）ふた及びマンホール周囲の路面状況等を週１回の

頻度で目視により調査記録し、県へ報告すること。 

(８) 幹線管きょの排泥（植木幹線のみ） 

・植木幹線上にある３箇所の排泥施設で排泥作業を毎年度実施のこと。なお、揚泥車で

吸引した汚泥は、処理場内で処理すること。 

(９) 放流管きょの清掃 

・１,２７３ｍの放流管きょ（塩素混和池越流堤～河川放流口）を毎年清掃し、清掃後

の排水は処理場内に運搬し処理すること（管きょ内周の放流水面下部分）。 

(10) 維持管理に附帯する薬品、燃料、消耗品、電力（低圧）、水道等の調達管理 

・前各号の業務（この号において「維持管理業務」という。）に必要な、、電力（低圧）

水道、燃料、通信運搬、薬品（水処理及び汚泥処理のほか、分析用を含む。）、機器、

材料、物品（貸与物品の管理を含む。）等の調達及び管理並びに出納等記録 

(11) 運転データなどの記録及び保管 

・維持管理業務その他の業務に係るデータ記録、保管及び整理 

(12) 施設情報システムへのデータ入力 

・施設の維持管理状況を把握するうえで必要なデータを、業務報告及び事業報告の提出

までに県の所有する施設情報システムへの入力。 

(13) 県の指示に基づく非常時への対応及び下水道業務継続計画（ＢＣＰ）への対応 

(14) 普及啓発・広報活動等 

・生活排水処理施設整備推進、水洗化促進及び適正な維持管理に係る普及啓発・広報活

動 

・県、流域自治体が実施する普及啓発・広報活動との連携業務 

(15) 地域経済や産業振興に関する取組み 

・地域の行政機関、事業者等との連携・協力支援態勢の確保 

(16) 施設見学者の案内等 

・施設見学者の案内及びその安全管理 

(17) 前各号に掲げるもののほか、流域下水道の管理上必要と認める業務 

・維持管理業務に係る計画立案及び総括管理 

・周辺住民からの苦情処理等の対応 

・県が作成する水質、汚泥等の各種法令等の規定に基づく届出、報告書等の基礎資料の

作成 

・県が実施する学生実習生の円滑な受入のための支援 

・その他本仕様書に記載した事項のほか、流域下水道の管理上必要と認める業務 



 

第２条 対象施設 

指定管理者が管理を行う施設の名称、所在地及び概要は次の各号のとおりとする。 

(１) 施設の名称   熊本北部流域下水道 

(２) 所在地 

ア 終末処理場（熊本北部浄化センター） 

熊本市北区鶴羽田町１２－１ 

イ 清水ポンプ場 

熊本市北区高平３－４１－２４ 

ウ 弓削ポンプ場 

熊本市北区弓削６―６－１ 

エ 幹線管きょ流量測定及び水位観測システム 

熊本市北区清水新地地内等１６箇所 

熊本市北区鶴羽田町地内等１２箇所 

オ 幹線管きょ及び放流管きょ 

熊本市ほか計画区域内一円 

カ その他の下水道施設   次の路線沿いの各水路 

・熊本市道飛田町四方寄町第１号線 

・熊本市道鶴羽田町四方寄町第１号線 

・熊本市道飛田町鶴羽田町第１号線 

※ その他、指定期間内に増設した施設設備を含む。 

(３) 指定管理者が管理する施設の範囲 

ア 終末処理場 

流入ゲートから放流管きょまでの水処理施設、汚泥処理施設全体及び全附帯施設並

びに敷地（三次処理施設用地及び当該用地内施設を含む。） 

イ 清水、弓削ポンプ場 

流入ゲートからポンプ施設吐出口(場内)までの施設全体及び全附帯施設並びに敷地 

ウ 幹線管きょ流量測定及び水位観測システム 

流量計、水位計、テレメータ、制御盤等流量計測に必要な設備一式 

エ 幹線管きょ及び放流管きょ         

オ 小水力発電設備 

(４) 現有施設の概要 

別添施設概要書（別添１－１から１－６）のとおり。 

(５) 施設増設・更新計画 

別添施設増設・更新計画表（別添２）のとおり 

今後、管理施設の増加が見込まれるので、管理に当たっては留意すること。 

※ 施設の増設計画は、あくまでも予定であり、変更することがある。 

(６) 特記事項 

・有明海流域別下水道整備総合計画に基づく窒素・燐に係る高度処理の導入 

・平成２２年度から初期導入設備の改築更新事業を順次実施 

・処理水の一部を消泡水等に再利用 

 

 



 

第３条 流入基準 

流入水に関する基準は次のとおりとする。 

(１) 水量に関する流入基準 

項   目 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

 日平均流入水量 (m3/日)   74,700   74,900  75,000 

 日最大流入水量 (m3/日)  84,900   85,100  85,300 

 時間最大流入水量 (m3/日)  135,900  136,100 136,500 

 

(２) 流入予測水量 

年   度 水   量 

令和９年度 27,273,481m3 

令和10年度 27,323,165m3 

令和11年度 27,397,677m3 

 

第４条  性能基準 

指定管理者が達成すべき性能基準は次の各号に定めるとおりとする。 

(１) 水質基準 

ア 放流水質基準 

当該流域下水道に適用される下水道法、水質汚濁防止法その他の法令（県の条例、規

則等を含む。）の基準で、根拠法令等により基準値が異なる場合は、より厳しい基準を

指定管理者が遵守すべき放流水質基準とするが、次表の項目は、表中の基準値を放流水

質基準とする。 

ただし、当該基準は次の点を考慮して決定しているため、指定期間内の状況の変化に

より基準値の変更もあり得る。 

・下水道法施行令第５条の５第２項の規定により流域下水道管理者たる県が定める計

画放流水質が設定された場合、施設の改築工事が完了した時点で、ＢＯＤ、窒素含有

量及び燐含有量は当該計画放流水質を考慮した放流水質基準とする。 

・ＢＯＤ、ＣＯＤ及びＳＳは、県の「水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づき排水

基準を定める条例」の基準を考慮した放流水質基準とする。 

 

項目 
基 準 値 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

 ＢＯＤ(mg/l)     20 以下    20 以下    20 以下 

 ＣＯＤ(mg/l)     20 以下    20 以下    20 以下 

 ＳＳ  (mg/l)    40 以下    40 以下    40 以下 

 大腸菌数(CFU/ml)   800 以下   800 以下   800 以下 

 

イ 管理目標基準 

「ア」の放流水質基準にかかわらず、当指定管理業務において目標数値とする管理目

標基準は次のとおりとする。 



項   目 

  

基  準    値 

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

 ＢＯＤ(mg/l)     6 以下     6 以下    6 以下 

 ＣＯＤ(mg/l)    10 以下    10 以下   10 以下 

 ＳＳ  (mg/l)     5 以下     5 以下    5 以下 

 大腸菌数(CFU/ml)    10 以下    10 以下   10 以下 

 透視度(cm)    90 以上    90 以上   90 以上 

 窒素含有量(mg/l)   17 以下   17 以下  17 以下 

 燐含有量(mg/l)    2 以下    2 以下    2 以下 

 

（注意）今後の施設整備の状況や、処理区編入等での流入量の大きな変動により基準値を

見直すことがある。 

 

 (２) 維持管理基準 

事業年度終了後、すべての施設が通常の施設運営を行うことができる機能を有し、協

定当初の性能を有するよう（経年劣化を除く。）、関係法令等を遵守した点検、調整及

び消耗品の交換等を行うこと。 

建築物や外構、植栽等の保守管理や清掃については、現状と比べて美観を損なわない

程度で行うこと。 

(３) 環境保全に関する基準（法的規制値） 

ア ばい煙に関する基準 

・ばい煙発生装置（消化タンク加温用温水器）からの排ガスの基準 

項   目 排出規制基準値 

 窒素酸化物(ppm)      １５０以下 

 硫黄酸化物(m3 N/Ｈｒ)     ４．７３以下 

 ばいじん(g/m3 N)     ０．１０以下 

 

イ 特定悪臭物質に関する基準 

対象施設：熊本北部浄化センター、清水ポンプ場、弓削ポンプ場 

項   目 規制基準値(ppm) 臭気強度 

 アンモニア １ 

２．５ 

 メチルメルカプタン ０．００２ 

 硫化水素 ０．０２ 

 硫化メチル ０．０１ 

 二硫化メチル ０．００９ 

 トリメチルアミン ０．００５ 

 アセトアルデヒド ０．０５ 

 プロピオンアルデヒド ０．０５ 

 ノルマルプチルアルデヒド ０．００９ 

 イソプチルアルデヒド ０．０２ 



項   目 規制基準値(ppm) 臭気強度 

 ノルマルバレルアルデヒド ０．００９ 

 イソバレルアルデヒド ０．００３ 

 イソプタノール ０．９ 

 酢酸エチル ３ 

 メチルイソプチルケトン １ 

 トルエン １０ 

 スチレン ０．４ 

 キシレン １ 

 プロピオン酸 ０．０３ 

 ノルマル酪酸 ０．００６ ３．５ 

 ノルマル吉草酸 ０．０００９ 
２．５ 

 イソ吉草酸 ０．００１ 

 

ウ 騒音に関する基準 

対象施設 

規制基準値(敷地境界線) 

午前8時～ 

午後7時 

午前6時～午前8時 

午後7時～午後10時 

午後10時～ 

翌午前6時 

 熊本北部浄化センター 

 清水ポンプ場 

(第３種区域) 

６５デシベル ６０デシベル ５０デシベル 

 弓削ポンプ場 

(第２種区域) 
６０デシベル ５０デシベル ４５デシベル 

 

エ 振動に関する基準 

対象施設 
規制基準値(敷地境界線) 

午前8時～午後7時 午後7時～翌午前8時 

 熊本北部浄化センター 

 清水ポンプ場 (第２種区域) 
６５デシベル ６０デシベル 

 弓削ポンプ場 (第１種区域) ６０デシベル ５５デシベル 

 

(４) 水質分析の精度管理 

運転管理に必要な水質分析については、内部精度管理を行うとともに、外部精度管理

として環境省が実施する「環境測定分析統一精度管理調査」において、模擬排水で BOD、

COD、全窒素、亜硝酸性窒素、硝酸性窒素、アンモニア性窒素、全燐、リン酸態リンの

いずれかの項目が実施される場合には参加し、分析の信頼性を確保すること。 

 

(５) 計測機器類の精度に関する基準 

各種計測機器類の精度は、メーカー保証性能等を満足するよう調整等を実施するこ



と。 

(６) 流量計の精度に関する基準 

各流量計の精度は、総合・標準仕様精度を保持するものとし、範囲外のものについて

は校正等を実施すること。また、携帯型流量計及び他の実流量測定方法を用い設置型流

量計との流量誤差の確認を行うこと。 

・流量計 

設置箇所 設置台数 

 終末処理場  流入下水用 

               返流水用 

               植木幹線用 

               第１２号接点用 

２ 

１ 

２ 

１ 

 清水ポンプ場 第１、第２幹線用 ２ 

 弓削ポンプ場  １ 

 幹線管きょ接続点 １６ 

 

第５条 放流水が放流水質基準を満足しない場合の対応 

指定管理者が第４条第１号アに定める放流水質基準を達成できない場合、次の各号に定

める対応を行うこと。 

(１) 指定管理者は、計測の結果第４条第１号アに定める放流水質基準を達成していない

こと（以下「放流水質未達」という。）を把握した場合、速やかに県に報告すること。 

(２) 指定管理者は、速やかに放流水質未達の原因究明を行い、その原因を排除するなどの

改善措置を講じ、県に報告すること。 

(３) 前号の場合において、指定管理者は、放流水質未達が収束するまでの間、改善措置の

実施状況及び水質等必要なデータを県に報告すること。 

 

第６条 放流水が管理目標基準を満足しない場合及び施設、整備等の維持管理基準を満足し

ない場合の対応 

指定管理者が第４条第１号イに定める管理目標基準を達成できない場合、次の各号に定

める対応を行うこと。 

(１) 指定管理者は、計測の結果第４条第１号イに定める管理目標基準を達成していない

こと（以下「管理目標未達」）を把握した場合、速やかに県に報告すること。 

(２) 指定管理者は、管理目標未達の原因究明を行い、その原因を排除するなどの改善措置

を講じ、県に報告すること。 

２ 指定管理者が第４条第２号に定める維持管理基準を満足しない場合、次の各号に定める

対応を行うこと。 

(１) 指定管理者は、第４条第２号に定める維持管理基準を満足していないことが明らか

になった場合、速やかに県に報告すること。 

(２) 指定管理者は、維持管理基準を満足していない原因の究明を行ったうえで、改善措置

を講じ、県に報告すること。 

 

第７条 流入水質等に問題がある場合の対応方法 

指定管理者は、巡回監視の実施又は県及び流域関連公共下水道管理者から収集した情 



報等により、流入水の臭気、色度、水素イオン濃度等の把握に努め、人の健康又は生活環 

境に係る被害を生じる恐れのある物質若しくは施設の機能を阻害する恐れがあると認め 

る量の油、強酸性又は強アルカリ性の物質及びきょう雑物（以下「混入異物」という。） 

の流入が認められるときは、次の各号に定める措置等を参考に必要な対応を実施するこ 

と。 

(１) 混入異物が終末処理場に流入しないよう、必要な措置をとること。 

(２) 混入異物の状況及び対応措置等を速やかに県に報告し、その指示に従うこと。 

２ 降雨時には、次の各号に定める措置等を参考に必要な対応を実施すること。 

(１) 指定管理者は、気象情報を随時確認し、水害発生を事前に把握するほか、沈砂池 

水位等の監視を行うこと。 

(２) 指定管理者は、第３条第１号に定める時間最大流入水量を上回った場合であっ 

ても、場内ポンプ等で対応できる場合は、適切な運転により処理を行うこと。 

３ 前２項の対応にもかかわらず、指定管理者が放流水質基準を達成できないときは、県 

に水質等のデータを提供したうえで、県に改善措置を求めることができる。 

 

第８条 有資格者に関する条件 

指定管理者は、下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第１３４ 

８号）（以下「登録規程」という。）に基づく登録を受けていることとする。なお、複数 

の法人等でグループを構成している場合は、構成員の全部又は一部が登録を受けている 

こととする。 

２ 指定管理者は、次の各号に定める資格を有する者を配置しなければならない。 

(１) 下水道技術者 

・ 下水道法第２２条第２項に定める有資格者 

・ 登録規程第３条の規定に定める下水道処理施設管理技士（下水道第３種技術 

検定合格者） 

(２) 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 

３ 指定管理者は、次の各号に例示する資格を有する者等、終末処理場等に配備しようと 

する従業員数や処理場の規模及び施設の実態に応じ、関係法令に従って必要な資格者 

を配置、選任しなければならない。なお、従業員以外の者から選任が可能な資格及び業 

務委託契約等により従業員の中から資格者を選任する必要のない資格等については、 

手続等に遺漏のないよう注意すること。 

(１) 安全管理者 

(２) 衛生管理者 

(３) 安全衛生推進者 

(４) 産業医 

(５) 防火管理者 

(６) 危険物取扱者 

(７) 冷凍保安責任者 

(８) 特定高圧ガス取扱主任者 

(９) ガス溶接作業主任者 

(10) ボイラー技士（ボイラー取扱作業主任者） 

(11) クレーン運転士 

(12) 玉掛け技能者（玉掛け技能講習終了者等） 



(13) 放射線取扱主任者 

(14) 特定毒物研究者 

(15) 特定化学物質等作業主任者 

(16) 電気事業法による主任技術者（第３種電気主任技術者） 

(17) 電気工事士 

(18) 無線従事者 

(19) エネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理者 

(20) エネルギーの使用の合理化に関する法律によるエネルギー管理員 

(21) 特別管理産業廃棄物責任者 

(22) 消防設備士 

(23) 床上操作式クレーン運転技能講習修了者 

(24) アーク溶接の業務に係る特別教育修了者 

(25) 研削砥石の取替え又は取替え時の試運転の業務に係る特別教育修了者 

(26) 前各号に掲げるほか、必要な資格者 

 

第９条 県が実施する工事等に関する協力等 

指定管理者は、県が施行する工事や修繕その他の管理行為及び調査、研究等が円滑に実施

できるよう、下水道施設の運転等への配慮及び必要なデータの提供、夜間を含む工事期間の

立会い、その他必要な協力を行うこと。 

２ 指定管理者は、県が管理する下水道台帳及びこれを補完する台帳等に修繕履歴等記録 

すべきデータなどを整理し、当該データのシステムへの入力等を行うこと。 

３ 県が建設工事の実績等のデータを下水道台帳等に入力する際、指定管理者は必要な協 

力を行うこと。 

４ 指定管理者は、国その他公共部門に属する団体等から流域下水道の運転等に関するデ 

ータ等の提供依頼があったときは、これを誠実に処理すること。 

 

第１０条 管理業務に係る緊急的措置に関する取扱い 

指定管理者は、管理業務に関して緊急に措置が必要と認められる場合には、速やかに県に

施設の状態その他必要な事項を報告し、その指示に従うこと。 

 

第１１条 分解整備工事に関する取扱い 

第１条第２号に定める分解整備工事業務は、指定管理者が県と協議のうえ、適切な時期、

方法及び内容で行うこと（県が想定する施工周期および内容は、それぞれ別添４－１、４－

２のとおり）。 

なお、分解整備工事に係る費用として、令和９年度１億８，８９６万５千円、令和１０年

度１億６，８５３万２千円、令和１１年度１億８，１１８万１千円を想定している（税込）。 

 

第１２条 修繕及び消耗品交換に関する取扱い 

第１条第２号に定める修繕及び消耗品交換業務（以下「修繕等」という。）は、指定管理

者が適切な時期及び方法で行うこと。 

なお、修繕等に係る費用として、年間２，８３０万円（税込）を想定している。 

 

第１３条 汚泥等廃棄物の処理、処分に関する取扱い 



指定管理者は、第１条第５号に定める汚泥等廃棄物の処理、処分に関し、下水道法第２１

条の２、熊本県廃棄物処理計画及びその他の法令等の規定に基づき適正に処理し、併せて再

生利用等による減量化に資するよう取り扱うこと。なお、汚泥等の産業廃棄物の運搬及び処

分業者の選定等に当たっては次のことに留意すること。 

(１) 運搬業者については、積込み場所及び処分先の積卸し場所を所管する許可権者が 

発行する産業廃棄物収集運搬業許可書により事業の範囲、許可期間等が適正である 

ことを確認すること 

(２) 処分業者については、汚泥等を処分する処分地を所管する許可権者が発行する産 

業廃棄物処分業許可書により事業の範囲、許可期間等が適正であることを確認する 

こと 

(３) 運搬及び処分業者の選定については、事前に熊本県の承認を得ること。 

(４) 汚泥等の収集運搬及び処分の委託に当たり、産業廃棄物処理業者及び指定管理者 

間で産業廃棄物処理基本契約及び具体的な実施契約を締結すること。 

(５) 指定管理者は、定期的に処分先での汚泥等の処分状況を確認すること。 

また、産業廃棄物の処理に当たっては、電子マニフェストの利用に努めること。 

 

第１４条 普及啓発・広報活動に関する取扱い 

指定管理者は、県内の生活排水処理施設の整備推進、水洗化の促進及び適正な維持管理に

関して、県と協力・連携して県民に対し普及啓発・広報活動を行うこと。 

なお、普及啓発に係る費用は年間２７５万円程度（税込）を想定している。 

 

第１５条 新たに供用する施設の管理業務の引継ぎ 

県は、施設を新たに供用しようとするときは、完成図書その他必要な書類等により、指定

管理者に当該施設の管理業務を引き継ぐ。 

 

第１６条   測定、検査 

指定管理者は、日常的な運転管理等に資するため、別添水質試験等に関する基準（別添３

－１、３－２及び３－３）に定める頻度及びサンプリング箇所を標準として、水質、汚泥、

環境保全項目等に係る測定及び検査を行うこと。また、放流水について下水道法第２１条に

基づく水質検査及び流入水について別添水質試験等に関する基準（別添３－４）に定める内

容で水質監視試験を行うとともに、別添水質試験等に関する基準（別添３－５）に定めるそ

の他試験を行うこと。 

２ 前項の測定及び検査は、下水の水質の検定方法等に関する省令（昭和３７年厚生省建設 

省令第１号）及び同省令で引用する排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定 

める排水基準に係る検定方法（昭和４９年環境庁告示第６４号）、日本産業規格その他の 

規程並びに社団法人日本下水道協会編「下水試験方法」に定める検定方法で行うこと。た 

だし、汚泥測定及び検査のうち、脱水汚泥の溶出試験については、産業廃棄物に含まれる 

金属等の検定方法（昭和４８年環境庁告示第１３号）に定める方法で、含有試験について 

は、「肥料等試験法」に定める方法で行うこと。 

３ 前２項に定める測定及び検査を第三者に委託する場合には、環境計量証明事業登録事 

業者に行わせること。この場合、委託先から計量証明書の提出を受けること。 

 

第１７条 業務記録及び報告 



指定管理者は、その業務に関して、次の各号に掲げる項目を記載した業務日誌を記録し、

記録事項を県に対し速やかに業務日報として提出すること。 

(１) 天候、気温及び雨量 

(２) 総括責任者及び業務従事者職氏名 

(３) 水質、水量、汚泥量等の計測値 

(４) 電力、燃料等の数量 

(５) 主要機器の運転記録 

(６) 日常点検状況 

(７) 次班引継記録 

(８) その他必要事項 

２ 指定管理者は、毎月末日から１５日を経過する日までに、次の各号に掲げる項目を記載 

した業務月報を県に提出すること。 

(１) 業務日誌記録事項の月集計（流入水、放流水の水量及び水質、下水及び汚泥の処理 

処分状況、下水及び汚泥の分析結果並びに電力等調達管理状況等） 

(２) 流量測定システムごとの流量の月集計 

(３) 運転操作、保守点検、維持補修、調整、給油、部品交換等の状況等 

(４) 事故、故障及び苦情の状況並びにその対応結果等 

(５) 施設見学者及び視察者の状況 

(６) その他必要事項 

３ 指定管理者は、事業年度の末日から１か月を経過する日までに、次の各号に定める内容 

を記載した事業報告を県に提出し、県の承認を得なければならない。 

(１) 管理業務の実施状況 

(２) 管理経費の収支計算 

(３) 事業年度終了時の施設機能の確認状況 

(４) その他県が必要と認める事項 

４ 指定管理者は、次の各号に定める内容を記載した業務年報を、事業報告書に添えて提出 

すること。 

(１) 業務月報記載事項の年集計 

(２) その他必要事項 

５ 指定管理者は、業務日報、業務月報、業務年報及び事業報告の内容に関して県が行う 

照会、調査及び指示に協力すること。 

 

第１８条 業務手順書等の作成 

指定管理者は、施設の管理上必要な次の各号に掲げる業務手順書等を作成し、前条の規定

により作成した書類とともに施設内に備え置くとともに、毎年３月末に県へ提出すること。 

(１) 異常気象、災害、事故、異常物質流入、機器故障等の危機対応に関するマニュアル 

(２) 流域下水道の運転操作及び監視マニュアル 

(３) 施設の保守点検マニュアル 

(４) 施設の清掃、緑地管理、警備等の維持管理マニュアル 

(５) 主ポンプ等主要機器のメーカー性能試験成績表及び性能試験結果表（供用開始時、

分解整備工事前後） 

(６) 施設設備の点検表及び点検頻度一覧表 

(７) 水質、汚泥分析の標準作業手順書 



(８) その他留意事項等を記した書類 

 

第１９条  管理委託料等 

指定管理者は、各事業年度の当初に指定管理者と県が協議したうえで作成した支払計画

書を基に、四半期ごとの概算払いを請求することができる。 

 

第２０条  施設、設備及び物品の使用並びに管理等 

指定管理者は、本件業務の遂行に必要な範囲内で、県の所有に属する施設、設備及び物品

（以下「県有施設等」という。）を使用することができる。 

２ 県有施設等の範囲等細目的事項については、県と指定管理者との協議で定める。 

３  県有施設等のうち、県の所有に属する物品（以下「県有物品」という。）については、 

熊本県物品取扱規則（昭和３９年熊本県規則第２０号）に基づいて管理を行うものとす 

る。 

４ 指定管理者は、県有物品及び本件業務により指定管理者が調達した物品についてそれ 

ぞれ物品管理簿を備え、これを適正に管理しなければならない。 

 

第２１条 再委託 

指定管理者は、指定管理者が実施する業務を一括して第三者に請け負わせてはならない。

ただし、運転操作及び監視以外の業務については、県の承認を得て第三者に請け負わせるこ

とができる。 

 

第２２条 保険 

県は、指定管理者の管理方法等が原因で発生した損害及び損失と認められるものについ

ては、当該損害を指定管理者に求償することがあるため、指定管理者はリスク管理のため自

己の負担により賠償責任保険に加入すること。 

 



□

■

R7年度 962,779 千円

R7年度 27,479,618 ｍ3

設 置 目 的 熊本都市圏北東部の公共用水域の水質保全及び生活環境の改善

設 置 年 月 日 平成元年3月1日供用開始

設 置 根 拠 熊本県流域下水道条例

（別添1－1）施設概要書

所 在 地 熊本市北区鶴羽田町12番地の1

電話番号 096－245－1121(熊本北部浄化ｾﾝﾀｰ)

ﾌ ｧ ｸ ｼ ﾐ ﾘ 番 号 096－245－4535  (　　同　　上　　)

指定管理
者制度

指定管理者： 九テク・熊環・熊エンジニアリング委託業務共同企業体

R6年度

全体計画処理面積・処理人口
・関連市町村：熊本市、合志市、菊陽町
・全体計画処理面積：約4，990ha
・全体計画処理人口：約225，600人

主 な 施 設 内 容

・終末処理場(熊本北部浄化センター)　1箇所　13.5ha
・中継ポンプ場(清水ポンプ場、弓削ポンプ場)　2箇所
・その他
　幹線管きょ接続点流量測定システム(16箇所)
　幹線管きょ(堀川幹線他 )   約24.51km

945,365 千円 R6年度

施 設 の 諸 元

・排除方式：分流式
・処理方式：凝集剤添加膜分離活性汚泥法（現在２池）
　　　　　　凝集剤添加ステップ流入2段硝化脱窒法＋急速ろ過法（現在８池）
・全体計画日最大汚水量：121,880ｍ3／日
・全体計画処理能力：（冬季日最大）115,000ｍ3／日（全体10池）
・R７年度末現在現有処理能力：111,150ｍ3／日(10池供用)
（年間流入水量実績は本表末尾記載のとおり）

887,240

条例記載の指定管理者の業務

・流域下水道の運転操作及び監視に関する業務
・流域下水道の施設、設備及び物品の維持管理、保守点検及び
　修繕に関する業務
・その他、指定管理者が流域下水道の管理上必要と認める業務

現 在 の 管 理 状 況

直営

千円

26,686,268 ｍ3

委 託 料 R5年度

熊 本 県 担 当 部 ( 局 ) ･ 課 土木部道路都市局下水環境課

℡ 096-333-2529

Mail gesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp

年 間 流 入 水 量 R5年度 25,580,012 ｍ3

熊本北部流域下水道

mailto:Mailgesuikankyo@pref.kumamoto.lg.jp


（別添１－２）

熊本北部流域下水道

1,102.0 4,898.8

1,011.0 4,566.0

47,500 222,500

43,084 219,119

47,500 222,500

42,676 206,650

堀川 浦田 清水第１清水第２ 植木 　 （放流渠）

10.24 1.61 3.23 3.51 4.69 　 　 (1.23)

49,277

121,200 53,800

114,931 49,043

121,200 53,800

50,750 18,207

255

300

495

300

375
（395）
［375］

565
（600）
［755］

565
（600）
［755］

375
（395）
［375］

300

34,669

21,867

19,076

90,770

59,860

126,758

事　業　計　画

計画処理面積（ｈａ）

　目　標　年　次 令和１７年度

1,112.0

計 計

令和１３年度

現況（令和７年度末）

4,999.0

2,603.0

2,796.7

952.0

1,000.1

熊本市 合志市 菊陽町 熊本市 合志市 菊陽町

2,862.9 1,024.1

　全体計画と現況

項　　　目

全  体  計  画

48,300

日 最 大 310 －

  計画処理人口(人) 48,300 225,600

265 －

　水洗化人口（人） 225,600

汚 水 量
原 単 位
（㍑／人・

日）

日 平 均

時間最大

120,600 56,700

120,600 56,700

495

300

255

310 －

470

40,146 121,880

－

39,850 120,780

470 －

約１３．５

50,560

計画汚水

量　(m
3
／

日)

日 平 均

日 最 大

時間最大

排　　除　　方　　式 分　　流　　式

計画流入水質（mg／㍑）
計画　ＢＯＤ＝１９０　　Ｔ－Ｎ＝３５

　　　　Ｔ－Ｐ＝６．０
認可　ＢＯＤ＝１９０　　Ｔ－Ｎ＝３５

　　　　Ｔ－Ｐ＝６．０

69,730 195,170 69,308 193,530

37,622 106,58037,882 107,520

（冬季日最大）１１１,１５０(m3／日)

24.51km

汚水中継ポンプ場（ヶ所） ２ヶ所

注１）（）書きは植木、[]書きは田底中部・山東東部の値

幹線管渠
延    長

幹 線 名

   管きょ延長（km）

総 延 長

－265

60,060

91,110

20,867

33,104

放流先
名称/環境基準 二級河川・坪井川　 上代橋　Ｃ類型（ＢＯＤ：５mg/㍑以下）

  低 水 流 量 (m3/sec) 現況　１．２５ 〃

処理場

処 理 場 位 置 熊本市北区鶴羽田町１２番地の１

処 理 方 式 凝集剤添加膜分離活性汚泥法、凝集剤添加ステップ流入２段消化脱窒法＋急速ろ過法

処 理 能 力 （冬季日最大）１１５,０００(m3／日) 令和７年度末

  放流水質（mg／㍑） ＢＯＤ=７．０　　Ｔ－Ｎ＝１７　　Ｔ－Ｐ＝３．０

  敷 地 面 積（ha）



(別添１－３)熊本北部流域下水道　全体図



（別添１－４）熊本北部浄化センター配置図
　　

調整池

１



搬出

⑦脱水ろ液

（ポンプ井へ）

脱水ろ液

（分配槽へ）

①主ポンプ設備 ⑦分離液 ⑧分離液⑨混合汚泥槽

脱水設備

⑪第２汚泥棟

脱水設備

消化ガス
発電設備

⑩第１汚泥棟

⑫加温設備 ⑨汚泥消化槽

温水 温水

（別添１－５）熊本北部浄化センターフローシート

①流入下水 ③初沈汚泥 ⑤余剰汚泥

ポンプ井 第１汚泥棟返流水

①沈砂池 ⑦重力濃縮分離液 ⑦重力濃縮設備 ⑧機械濃縮設備

②清水ポンプ場 （ポンプ井へ）

⑤
返
送
汚
泥

④反応タンク

（分配槽へ）

プラチナ
システム

　重力濃縮設備へ
③初沈汚泥

第２汚泥棟返流水

（他社）⑭消化ガス ⑭消化ガス

河川放流へ

⑮最終放流口

④送風機設備

⑧機械濃縮分離液
②分配槽

⑥消毒設備

⑤最終沈殿池

③最初沈殿池

⑤余剰汚泥
　機械濃縮へ



φ350×2

　　　φ600 熊本市 熊本市 熊本市  合志市 熊本市

No.12 No.10' No.9   No.8-3 No.8'

φ350×2 φ1,650 φ1,650           φ1,500 φ1,500

φ1,500

Ｔ 沈砂池 ○ ○ ○ ○

φ1,500

No.10 飛田P

熊本市 熊本市 ○ No.8 熊本市

φ1,500

熊本市 No.7' ○ No.7 熊本市

φ1,350

○ No.6 熊本市

φ1,350

Ｐ 清水ポンプ場 ○ No.5 菊陽町

φ1,350

合志市

φ1,500 ○ 熊本市 すずかけ台 ○ No.4 菊陽町

φ1,200  

φ800 ○ 熊本市 No.3-2 ○ No.3 菊陽町

菊陽町 φ900 合志市

※菊陽町堀川第３幹線 ※菊陽町中央幹線

φ900 ○ 熊本市 ○ No.3’ 菊陽町

φ800 φ800 熊本市

φ450

○

φ450 (圧送管)

Ｔ

Ｐ  弓削ポンプ場

φ800

熊本市 ○

φ800

φ500

○ ○ No.1 菊陽町

（別添１－６）熊本北部流域下水道　流域幹線図

マ ン ホ ー ル

流 量 計 ( 接 続 点 )

流 域 幹 線

流 域 幹 線 ( 圧 送 管 )

関 連 公 共

熊 本 北 部 浄 化 セ ン タ ー

経 間 距 離

幹 線 番 号

第
２
幹
線

第
１
幹
線

φ600 φ600

66

112

172

113

109

108

879

1259

1136

106

688
105

101

284

清

水

幹

線

340 202

1184 201

浦
田
幹
線

850 789

110-2

107
110-1

107
395

堀

川

幹

線

302 301

3545 3255

20395

166

1645

104-2

104-1

103
502

91
102

111

植木幹線

2648

1680

172

401

402

403

1113

30



（別添２）

熊本北部流域下水道

R9 R10 R11

管渠 管渠点検、改築更新工事

堀川幹線二条化詳細設計

堀川幹線二条化工事

ポンプ場 測量試験 弓削ポンプ場制御盤改築詳細設計

No.3,4ポンプ設備更新詳細設計

土木建築

遠方監視設備改築更新工事

機械電気設備

清水ポンプ場制御盤改築更新工事清水ポンプ場制御盤改築更新工事

弓削ポンプ場制御盤改築更新工事

No.3,4ポンプ設備更新

弓削ポンプ場場内管渠二条化工事

管渠

処理場 測量試験

沈砂池・
土木建築

ポンプ棟 No.5,6ポンプ設備増強工事

機械電気設備

増補管設置工事

水処理
土木建築

　設備 送風機設備増設工事

機械電気設備

汚泥処理
土木建築

　設備
機械電気設備

管理棟 遠方監視設備改築更新工事

機械電気設備

管廊耐震対策工事

その他

調整池建設工事・ポンプ設置工事・管渠設置工事

※この計画はあくまでも予定であり、変更することがある

汚泥濃縮設備改築更新工事

ストマネ計画策定
全体計画策定
雨天時浸入水対策計画策定

施設増設・更新計画表



（別添３－１）水質試験等に関する基準【熊本北部流域下水道】

1 水質
試料 ｴｱﾀﾝ混合液 ｴｱﾀﾝ混合液 返送汚泥 返送汚泥

項目 (系列毎) (任意の２系列) (系列毎) (任意の２系列)

水温 ●★ ●★ ● ★
外観 ●★ ●★ ●★ ▲★ ●★ ● ★
臭気 ●★ ●★ ●★ ▲★ ●★ ● ★
透視度 ●★ ●★ ●★ ▲★ ●★
ｐＨ ●★ ●★ ●★ ▲★ ●★ ● ★ ● ★
ＳＳ ●★ ●★ ●★ ▲★ ●★
残留塩素 ●★
ＣＯＤ ▲★ ▲★ ▲★ ▲★ ▲★
ＢＯＤ ▲★ ▲★ ▲★ ▲★ ▲★ 　
大腸菌数 ▲　 ■　 ▲　
ＡＴＵ－ＢＯＤ ▲　 ▲　 ▲★
全窒素 ▲　 ▲　 ▲　 ▲★ ▲
全燐 ▲　 ▲　 ▲　 ▲　 ▲
有機性窒素 ▲　 ▲　 ▲　 ▲★ ▲
アンモニア性窒素 ▲　 ▲　 ▲　 ▲★ ▲ ★
亜硝酸性窒素 ▲　 ▲　 ▲　 ▲★ ▲ ★
硝酸性窒素 ▲　 ▲　 ▲　 ▲★ ▲ ★
燐酸イオン態燐 ▲　 ▲　 ▲　 ▲　 ▲
ＳＶ(30分沈殿汚泥量) ● ★
ＭＬＤＯ ● ★
ＭＬＳＳ ● ★ ● ★
ＳＶＩ ● ★
ＭＬＶＳＳ ▲
微生物試験 ◆
汚泥浮上時間 ★

●：休日を除く毎日
▲：週１回
◆：月１回
■：月２回(隔週１回）
★：年４回(５月・８月・１１月・２月)→通日試験　　「処理水」については６時間毎に４回、それ以外の項目は３時間毎に８回

流入水 初沈流入水 初沈放流水
処理水

(系列毎）
放流水



（別添３－２）水質試験等に関する基準【熊本北部流域下水道】

2 汚泥
試料 脱水ケーキ 脱水ろ液

項目 (ﾍﾞﾙﾄ･遠心･ｽｸﾘｭｰﾌﾟﾚｽ) (ﾍﾞﾙﾄ･遠心･ｽｸﾘｭｰﾌﾟﾚｽ)

ｐＨ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
固形物(蒸発残留物) ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
有機分(強熱減量) ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
ＳＳ ▲ ▲ ▲ ▲
アルカリ度 ▲
含水率 ▲
消化率 ▲
ＣＯＤ ■ ■ ■
ＢＯＤ ■ ■ ■
全窒素 ■ ■ ■
全燐 ■ ■ ■
アルキル水銀 ★
総水銀 ★◆
カドミウム ★◆
鉛 ★◆
有機燐 ★
６価クロム ★
ヒ素 ★◆
シアン ★
ポリ塩化ビフェニル ★
トリクロロエチレン ★
テトラクロロエチレン ★
ジクロロメタン ★
四塩化炭素 ★
1.2-ジクロロエタン ★
1.1-ジクロロエチレン ★
シス-1.2-ジクロロエチレン ★
1.1.1-トリクロロエタン ★
1.1.2-トリクロロエタン ★
1.3-ジクロロプロペン ★
チウラム ★
シマジン ★
チオベンカルブ ★
ベンゼン ★
セレン ★
1,4-ジオキサン ★
亜鉛 ◆
ニッケル ◆
クロム ◆
▲：週１回
■：月２回(隔週１回）
★：溶出試験　年４回
◆：含有試験　月１回
※脱水汚泥、し渣・沈砂等の処分に当たり、その他必要な項目があれば分析すること。 
　（例：長崎県へ搬出する場合、前年度（11月頃）に表中の溶出試験★、含有試験◆に加え、ダイオキシン類の含有試験を行う必要がある。）

機械濃縮
分離液

消化汚泥
脱水機供給

汚泥
初沈汚泥 余剰汚泥 重力濃縮汚泥 機械濃縮汚泥 混合濃縮汚泥

重力濃縮
分離液



（別添３－３）水質試験等に関する基準【熊本北部流域下水道】

3　環境保全項目

項目 測定施設・測定箇所 測定頻度等 備考

ばい煙発生装置

温水器 年２回

・熊本北部浄化センター　　　敷地境界（６地点)

・清水ポンプ場　　　　　　　　　敷地境界（４地点）

・弓削ポンプ場　　　　　　　　　敷地境界（４地点）

・熊本北部浄化センター　　　敷地境界（６地点)

・清水ポンプ場　　　　　　　　　敷地境界（４地点）

・弓削ポンプ場　　　　　　　　　敷地境界（４地点）

・熊本北部浄化センター　　　敷地境界（６地点)

・清水ポンプ場　　　　　　　　　敷地境界（４地点）

・弓削ポンプ場　　　　　　　　　敷地境界（４地点）

振動
年１回

(昼間、夜間
各１回)

・振動規制法その他関係法令に定められた方法で実施す
ること。
・同法の規制地域外であっても、施設の立地状況等を勘案
した規制基準値を参考に実施すること。

排ガス
・大気汚染防止法その他関係法令に定められた方法で実
施すること。

悪臭
(測定項目は仕様書のとおり)

年１回

・悪臭防止法その他関係法令に定められた方法で実施す
ること。
・同法の規制地域外であっても、施設の立地状況等を勘案
した規制基準値を参考に実施すること。

騒音
年１回

(朝、昼、夕、夜間
各１回)

・騒音規制法その他関係法令に定められた方法で実施す
ること。
・同法の規制地域外であっても、施設の立地状況等を勘案
した規制基準値を参考に実施すること。



（別添３－４）水質試験等に関する基準【熊本北部流域下水道】

4 水質監視試験

　　区　　分

放流水 流入水

1 ｐＨ ★ ★

2 ＢＯＤ ★ ★

3 ＣＯＤ ★ ★

4 ＳＳ ★ ★

5 大腸菌数 ★ ★

6 全窒素 ★ ★

7 全リン ★ ★

8 ｎヘキサン（鉱油類） ★ ★

9 ｎヘキサン（動植物油脂） ★ ★

10 フェノール類 ★ ★

11 銅 ★ ★

12 亜鉛 ★ ★

13 溶解性鉄 ★ ★

14 溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ ★ ★

15 全ｸﾛﾑ ★ ★

16 ｶﾄﾞﾐｳﾑ ★ ★

17 ｼｱﾝ ★ ★

18 有機ﾘﾝ ★ ★

19 鉛 ★ ★

20 六価ｸﾛﾑ ★ ★

21 ヒ素 ★ ★

22 総水銀 ★ ★

23 ｱﾙｷﾙ水銀 ★ ★

24 ＰＣＢ ★ ★

25 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ★ ★

26 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ★ ★

27 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ ★ ★

28 四塩化炭素 ★ ★

29 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ ★ ★

30 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ★ ★

31 ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ ★ ★

32 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ ★ ★

33 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ ★ ★

34 1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ ★ ★

35 ﾁｳﾗﾑ ★ ★

36 ｼﾏｼﾞﾝ ★ ★

37 ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ ★ ★

38 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ ★ ★

39 ｾﾚﾝ ★ ★

40 ホウ素 ★ ★

41 フッ素 ★ ★

42 1,4-ジオキサン ★ ★

43 アンモニア性窒素 ★ ★

44 亜硝酸性窒素 ★ ★

45 硝酸性窒素 ★ ★

45 45

備考　１　放流水の外部委託検査頻度は２回／月とする。

　　　　２　流入水の外部委託検査頻度は２回／月とする。

　　　　３　その他、放流水、流入水、河川等について、県が必要と認める検査を実施することとする。

有

害

物

質

項

目

項　目　合  計

水質
備考

　　項　　目

生

活

環

境

項

目



（別添３－５）水質試験等に関する基準【熊本北部流域下水道】

5　その他試験

試料名 測定項目 測定回数

①放流水 全糖 1回/月×4月＝4回/年

ふっ素 1回/月×4月＝4回/年

PFOS・PFOA・PFHxS 1回/月×4月＝4回/年

②流入水 全糖 1回/月×4月＝4回/年

PFOS・PFOA・PFHxS 1回/月×4月＝4回/年

③河川水 流量 （坪井川合流前（堀川）、堀川合流前、高橋、庚申橋、上代橋） 5箇所×1回/月×4月＝20回/年

全糖　（坪井川合流前（堀川）、堀川合流前、高橋、庚申橋、上代橋） 5箇所×1回/月×4月＝20回/年

ふっ素（坪井川合流前（堀川）、堀川合流前、四王子橋、高橋、上代橋） 5箇所×1回/月×4月＝20回/年

PFOS・PFOA・PFHxS（坪井川合流前（堀川）、堀川合流前、四王子橋、高橋、上代橋） 5箇所×1回/月×4月＝20回/年

④脱水汚泥 PFOS・PFOA含有量 1回/月×4月＝4回/年



（別添４－１）　分解整備工事年次計画表

熊本北部浄化センター　分解整備工事年次計画（R9～R11）

項　　目 施工周期(年) 供用開始年度 R９ R１０ R１１

○ 機  　械

○主ポンプ設備

No.1汚水ポンプ 8 R06

No.2汚水ポンプ 8 R06

No.3汚水ポンプ 8 H08

No.4汚水ポンプ 8 H05

No.5汚水ポンプ 8 H19

No.6汚水ポンプ 8 H23

○除塵設備

No.1自動除塵機 8 H01 ○

No.2自動除塵機 8 H12

No.1し渣搬出機 8 H01

No.2し渣搬出機 8 H01

し渣破砕機 8 H01 ○

し渣脱水機 8 H01

スカム分離機 8 H21

○除砂設備

No.1沈砂掻揚機 8 H21

No.2沈砂掻揚機 8 H12

沈砂洗浄機 8 H21

○送風機設備

No.1送風機 10 R03

No.3送風機 10 H06

No.4送風機 10 H10

No.6送風機 10 H20

No.7送風機 10 H20

○最初沈殿池設備

No.1初沈汚泥掻寄機 8 H24 ○

No.2初沈汚泥掻寄機 8 H04

No.3初沈汚泥掻寄機 8 H26

No.4初沈汚泥掻寄機 8 H27

No.5初沈汚泥掻寄機 8 H15 ○

No.6初沈汚泥掻寄機 8 H18

No.7初沈汚泥掻寄機 8 H19

No.8初沈汚泥掻寄機 8 H22 ○

○反応タンク設備

No.1散気装置 5 H24 ○

No.2散気装置 5 H25

No.3散気装置 5 H26

No.4散気装置 5 H27

No.5散気装置 5 H15 ○

No.6散気装置 5 H18

No.7散気装置 5 H19

No.8散気装置 5 H22

No.9散気装置 5 H27 ○

No.10散気装置 5 R07

No.1攪拌機［3台］ 8 H24 ○

No.2攪拌機［3台］ 8 H25 ○

No.3攪拌機［2台］ 8 H26

No.4攪拌機［2台］ 8 H27

No.7攪拌機［3台］ 8 H19

No.8攪拌機［4台］ 8 H22

No.9攪拌機［3台］ 8 H27

No.10攪拌機［3台］ 8 R07

場
内
施
設



項　　目 施工周期(年) 供用開始年度 R９ R１０ R１１

○最終沈殿池設備

No.1終沈汚泥掻寄機 8 H24 ○

No.2終沈汚泥掻寄機 8 H04

No.3終沈汚泥掻寄機 8 H26

No.4終沈汚泥掻寄機 8 H10

No.5終沈汚泥掻寄機 8 H15 ○

No.6終沈汚泥掻寄機 8 H18

No.7終沈汚泥掻寄機 8 H19

No.8終沈汚泥掻寄機 8 H22 ○

No.9終沈汚泥掻寄機 8 H27

No.10終沈汚泥掻寄機 8 R07

○重力濃縮設備

初沈汚泥し渣スクリーン 8 H23 ○

初沈汚泥し渣脱水機 8 H23 ○

No.1汚泥掻寄機 8 H23 ○

No.2汚泥掻寄機 8 H23 ○

○機械濃縮設備

余剰汚泥し渣スクリーン 8 H08

余剰汚泥し渣脱水機 8 H08

No.1汚泥濃縮機(遠心式) 8 H13

No.2汚泥濃縮機(遠心式) 8 H08

No.3汚泥濃縮機(ベルト式) 8 H23 ○

○消化設備

No.1-1消化タンク撹拌機 8 H24

No.1-2消化タンク撹拌機 8 H24

No.1-3消化タンク撹拌機 8 H24

No.2消化タンク撹拌機 8 H21

No.1-1汚泥破砕機 8 H25 ○

No.1-2汚泥破砕機 8 H25 ○

No.1-3汚泥破砕機 8 H25 ○

No.2汚泥破砕機 8 H21

○汚泥脱水設備

ベルトプレス脱水機 5 H23 ○

スクリュープレス脱水機 5 R08

遠心脱水機 5 H11 ○

スクリュープレス脱水機 5 H14 ○

○清水ポンプ場

No.1自動除塵機 8 H19

No.2自動除塵機 8 H16

No.1揚砂ポンプ 8 H19

No.2揚砂ポンプ 8 H16 ○

No.1汚水ポンプ 8 H19

No.2汚水ポンプ 8 H19

No.3汚水ポンプ 8 H02

No.4汚水ポンプ 8 H15

No.5汚水ポンプ 8 H15

○弓削ポンプ場

No.1自動除塵機 8 H22

No.2自動除塵機 8 H21

No.1揚砂ポンプ 8 H22

No.2揚砂ポンプ 8 H21

No.1汚水ポンプ 8 H06

No.2汚水ポンプ 8 H06

No.3汚水ポンプ 8 H21

場
内
施
設

場
外
施
設



項　　目 施工周期(年) 供用開始年度 R９ R１０ R１１

○ 電  　気

○沈砂池・ポンプ棟

No.1非常用発電機 8 H01 ○

No.2非常用発電機 8 H21

蓄電池設備 13 H22

○第２汚泥処理棟

蓄電池設備 9 H０7

○第２水処理電気室

蓄電池設備 9 H27

○接続点流量計

1系初沈バイパス放流 H16 ○

2系初沈バイパス放流 H16

10号 H16 ○

12号 H16 ○

○清水ポンプ場

No.1非常用発電機 8 H02

No.2非常用発電機 8 H15 ○

蓄電池設備 13 H19

○弓削ポンプ場

非常用発電機 8 H06 ○

蓄電池設備 13 H19

○接続点流量計

1号 H06 ○

3号 H16 ○

3'号 H06 ○

3-2号 H17

4号 H16 ○

5号 H16 ○

6号 H04

7号 H16 ○

7'号 H16

8号 H16 ○

8'号 H16 ○

8-3号 H27

9号 H18 ○

10'号 H07 ○
※これは予定であり、実際の施工は変更することがある。

場
内
施
設

場
外
施
設



○ 機　械
○ 除塵設備

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1自動除塵機
2 型式 間欠式自動除塵機
3 製造番号 87W-110
4 製造者 前澤工業(株)
5 設置場所 沈砂池ポンプ棟
6 供用開始年度 H1

7 仕様
・水路幅：2,100㎜×水深4,700㎜、目幅20㎜×取付角度75度
・減速機：電動機直結両軸型減速機GM022183M
・電動機：3φ×2.2kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
①ガイドローラー（4組）、②ピンボルト(A)・(B)（各1式）、③間隔金物（52個）、④
スプロケットボス（2組）、⑤オイルシール（4個）、⑥スプロケット（2組）、⑦オイ
ルシール押え（2組）、⑧ピンラック受台（2組）、⑨ワイパー板押え（1組）、⑩ワ
イパー板（1組）、⑪過負荷リミットスイッチ（1組）、⑫終点リミットスイッチ（1
組）、⑬ZF型シール（2組）、⑭回転台座（4組）、⑮ローラガイド(A)・(B)（各2
組）、⑯レーキ台給油管（1式）、⑰その他消耗品等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

1 設備名称 熊本北部浄化センター　し渣破砕機
2 型式 2軸差動回転式A-100/HT5
3 製造番号 CA100-018
4 製造者 住友重機械工業(株)
5 設置場所 沈砂池ポンプ棟
6 供用開始年度 H1

7 仕様
・減速機：全閉外扇屋外型電動機付サイクロ減速機HMV5-86-1/29-TL
・電動機：3φ×3.7kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
①カッター（全126枚）、②スリーブ（上部、下部）（各2個）、③駆動軸（1本）、④
従動軸（1本）、⑤下部ケーシング（1個）、⑥嚙み合い式カップリング（1組）、⑦
大歯車（1個）、⑧小歯車（1個）、⑨パッキンセット（1式）、⑩スクレーパー（1
式）、⑪メカニカルシール（4個）、⑫ベアリング（4個）、⑬電動機付きサイクロ減
速機（1台）、⑭その他消耗品等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

○ 最初沈殿池設備

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1初沈汚泥掻寄機
2 型式 チェーンフライト式
3 製造番号 SK-9017
4 製造者 三機工業(株)
5 設置場所 最初沈澱池（1系）
6 供用開始年度 H24

7 仕様
・水路幅：4,300㎜×長30,000㎜×水深3,250㎜、掻寄速度：0.62m/min
・減速機：電動機直結型サイクロ減速機CHHM05-6140DC-ESTL-2065
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz（2池1駆動）

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
①駆動チェーン（1本）、②駆動チェーン用オフセットリンク（1個）、③駆動チェー
ン用小スプロケット（1個）、④サイクロ減速機用部品（1式）、⑤その他消耗品
等（1式）
（3）産廃処分（1式）

（別添４－２）



1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.5初沈汚泥掻寄機
2 型式 チェーンフライト式
3 製造番号 SK-7509
4 製造者 三機工業(株)
5 設置場所 最初沈澱池（5系）
6 供用開始年度 H15

7 仕様
・水路幅：4,350㎜×長30,000㎜×水深3,200㎜、掻寄速度：約0.6m/min
・減速機：電動機直結型サイクロ減速機CHHM05-6185DA-TL
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz（2池1駆動）

8 整備内容 No.1初沈汚泥掻寄機と同様

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.8初沈汚泥掻寄機
2 型式 チェーンフライト式
3 製造番号 SK-8818
4 製造者 三機工業(株)
5 設置場所 最初沈澱池（8系）
6 供用開始年度 H22

7 仕様
・水路幅：4,350㎜×長30,000㎜×水深3,250㎜、掻寄速度：0.6m/min
・減速機：電動機直結型サイクロ減速機CHHM05-6140DC-ESTL-2065
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz（2池1駆動）

8 整備内容 No.1初沈汚泥掻寄機と同様

○ 反応タンク設備

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1散気装置
2 型式 メンブレンパネル式散気装置（硝化対応型）
3 製造番号 SK-9019
4 製造者 三機工業(株)
5 設置場所 反応タンク（1系）
6 供用開始年度 H24

7 仕様
・曝気方式：旋回流式
・処理水量：11,300㎥/日
・曝気風量：第2槽21.5㎥/分・槽、第4槽21.5㎥/分・槽

8 整備内容

（1）点検・洗浄（1式）
①メンブレンパネル薬品洗浄
②発泡状況確認点検
（2）産廃処分（1式）

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.5散気装置
2 型式 メンブレンパネル式散気装置（超微細気泡）
3 製造番号 SK-7682
4 製造者 三機工業(株)
5 設置場所 反応タンク（5系）
6 供用開始年度 H14

7 仕様
・曝気方式：旋回流式
・処理水量：13,500㎥/日
・曝気風量：第2槽25㎥/分・槽、第4槽25㎥/分・槽

8 整備内容

（1）部品取替
①エアロウィングT-3.0型(96枚)
（PEパイプ、PP継手、固定金具を含む）
（2）発泡状況確認試験
（3）産廃処分（1式）



1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.9散気装置
2 型式 メンブレンパネル式散気装置（硝化対応型）
3 製造番号 SK-9404
4 製造者 三機工業(株)
5 設置場所 反応タンク（9系）
6 供用開始年度 H27

7 仕様
・曝気方式：旋回流式
・処理水量：12,400㎥/日
・曝気風量：第2槽25㎥/分・槽、第4槽25㎥/分・槽

8 整備内容 No.1散気装置と同様

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1-1攪拌機
2 型式 水中機械式攪拌機（基本型）F-75
3 製造番号 A-11798
4 製造者 阪神動力機械(株)
5 設置場所 反応タンク（1系第1槽）
6 供用開始年度 H24

7 仕様
・撹拌容量：663.6㎥
・電動機：3φ×7.5kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
①水中モータ（オイルシールカセット、モータ軸受、キャブタイヤケーブル10ｍ
含む）（1台分）、②減速機軸受（1台分）、③ウォーターシールカセット（1台分）、
④第１段歯車（1台分）、⑤第２段歯車（出力軸）（1台分）、⑥接合部Ｏリング（1
台分）、⑦潤滑油（1台分）、⑧その他消耗品等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1-2攪拌機
2 型式 水中機械式攪拌機（基本型）F-37
3 製造番号 A-11799
4 製造者 阪神動力機械(株)
5 設置場所 反応タンク（1系第3槽）
6 供用開始年度 H24

7 仕様
・撹拌容量：523㎥
・電動機：3φ×3.7kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1-1撹拌機と同様

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1-3攪拌機
2 型式 水中機械式攪拌機（基本型）F-55
3 製造番号 A-11800
4 製造者 阪神動力機械(株)
5 設置場所 反応タンク（1系第3槽）
6 供用開始年度 H24

7 仕様
・撹拌容量：661㎥
・電動機：3φ×5.5kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1-1撹拌機と同様



1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.2-1攪拌機
2 型式 水中機械式攪拌機（基本型）F-75
3 製造番号 A-12373
4 製造者 阪神動力機械(株)
5 設置場所 反応タンク（2系第1槽）
6 供用開始年度 H25

7 仕様
・撹拌容量：799㎥
・電動機：3φ×7.5kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1-1撹拌機と同様

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.2-2攪拌機
2 型式 水中機械式攪拌機（基本型）F-37
3 製造番号 A-12374
4 製造者 阪神動力機械(株)
5 設置場所 反応タンク（2系第3槽）
6 供用開始年度 H25

7 仕様
・撹拌容量：548㎥
・電動機：3φ×3.7kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1-1撹拌機と同様

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.2-3攪拌機
2 型式 水中機械式攪拌機（基本型）F-55
3 製造番号 A-12375
4 製造者 阪神動力機械(株)
5 設置場所 反応タンク（2系第3槽）
6 供用開始年度 H25

7 仕様
・撹拌容量：675㎥
・電動機：3φ×5.5kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1-1撹拌機と同様

○ 最終沈殿池設備

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1終沈汚泥掻寄機
2 型式 チェーンフライト式
3 製造番号 SK-9018
4 製造者 三機工業(株)
5 設置場所 最終沈澱池（1系）
6 供用開始年度 H24

7 仕様
・水路幅4,300㎜×長60,000㎜×水深3,050㎜、掻寄速度：0.3m/min
・減速機：電動機直結型サイクロ減速機CHHM05-6165DB-ESTL-4437
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz（2池1駆動）

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
①駆動チェーン（1本）、②駆動チェーン用オフセットリンク（1個）、③駆動チェー
ン用小スプロケット（1個）、④サイクロ減速機用部品（1式）、⑤その他消耗品
等（1式）
（3）産廃処分（1式）



1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.5終沈汚泥掻寄機
2 型式 チェーンフライト式
3 製造番号 SK-7512
4 製造者 三機工業(株)
5 設置場所 最終沈澱池（5系）
6 供用開始年度 H15

7 仕様
・水路幅4,350㎜×長60,000㎜×水深3,000㎜、掻寄速度：約0.3m/min
・減速機：電動機直結型サイクロ減速機CHHM05-6185DA-TL
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz（2池1駆動）

8 整備内容 No.1終沈汚泥掻寄機と同様

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.8終沈汚泥掻寄機
2 型式 チェーンフライト式
3 製造番号 SK-8819
4 製造者 三機工業(株)
5 設置場所 終沈沈澱池（8系）
6 供用開始年度 H22

7 仕様
・水路幅4,350㎜×長76,300㎜×水深3,050㎜、掻寄速度：0.3m/min
・減速機：電動機直結型サイクロ減速機CHHM05-6170DB-ESTL-4437
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz（2池1駆動）

8 整備内容 No.1終沈汚泥掻寄機と同様

○ 重力濃縮設備

1 設備名称 熊本北部浄化センター　初沈汚泥し渣スクリーン
2 型式 回転ドラム型MH-350R
3 製造番号 1896
4 製造者 三菱化工機(株)
5 設置場所 濃縮タンク棟
6 供用開始年度 H23

7 仕様

・処理量：1.5㎥/min
・目幅：5㎜、ディスク寸法：φ800㎜×幅300㎜×厚4㎜、回転数：1～3rpm
・減速機：バイエル・可変サイクロ減速機CHHBMN05A-6130DB-ES
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
①スプロケットホイール（減速機用、テークアップ用、ディスクスクリーン駆動
用、アイドラ用、回転スクレーパ用）（各1個）、②トルクリミッターカップリング（1
組）、③近接スイッチ（1個）、④ローラーチェーン（アイドラ駆動用、ディスクスク
リーン駆動用、回転スクレーパ駆動用）（各1個）、⑤フランジ形ユニット（2個）、
⑥オイルシール（ディスクスクリーン用2個、回転スクレーパ用3個）、⑦駆動装
置（1台）、⑧回転スクレーパ（1式）、⑨スクレーパ（1式）、⑩自動調芯玉軸受（2
個）、⑪シール用ゴム（2枚）、⑫軸受（回転スクレーパ用）（1組）、⑬ゴムパッキ
ン（前面点検扉用、後部点検扉用、側面点検蓋用）（4枚）、⑭その他消耗品等
（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）



1 設備名称 熊本北部浄化センター　初沈汚泥し渣脱水機
2 型式 スクリュー式脱水機DP-500-L-TL、油圧ユニットSD-20N
3 製造番号
4 製造者 大機工業(株)
5 設置場所 濃縮タンク棟
6 供用開始年度 H23

7 仕様

・処理量：0.5㎥/hr
・スクリュー寸法：φ290×φ170、回転数：13rpm
・減速機：サイクロ減速機CHHM5-6160DC-66-ESTL(トルクリミッタ付）
・電動機：3φ×3.7kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
①フランジユニット（1個）、②スラストベアリング（入口側、出口側）（各1個）、③
プレッサーヘッド（1個）、④オイルシール（ZF型、M型）（各1個）、⑤連結金具（1
組）、⑥駆動チェーン（1連）、⑦プレッサー用軸受（ブッシュ付き）（1個）、⑧油
圧シリンダ（受ボス付）（1組）、⑨オイレスブッシュ（ａ、ｂ）（各1個）、⑩ろ液槽
シールパッキン（1個）、⑪洗浄水ノズル（14 個）、⑫スプロケット（駆動側、従動
側）（各1個）、⑬スクリューシャフト（1個）、⑭中間ハウジング（1個）、⑮油圧ユ
ニット用リリーフバルブ（1個）、⑯その他消耗品等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1汚泥掻寄機
2 型式 中央駆動懸垂型
3 製造番号 A1005263-H2-2671-1
4 製造者 三菱化工機(株)
5 設置場所 濃縮タンク
6 供用開始年度 H23

7 仕様

・槽寸法：φ10,000㎜×側水深3,000㎜、掻寄速度：2.7m/min
・減速機：電動機直結型立形トルクリミッタ付サイクロ減速機
           CVVM05-6195TA-ESTL-20339
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
①自動調芯コロ軸受（4個）、②ころがり軸受取付材（2組）、③カラー（2個）、④
オイルシール（4個）、⑤ブレード押え（6個）、⑥接合材（1式）、⑦ゴム板（2組）、
⑧Oリング（2個）、⑨パッキン（4枚）、⑩ブレード及びブレードゴム（64組）、⑪そ
の他消耗品等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（4）産廃処分（1式）

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.2汚泥掻寄機
2 型式 中央駆動懸垂型
3 製造番号 A1005263-H2-2671-2
4 製造者 三菱化工機(株)
5 設置場所 濃縮タンク
6 供用開始年度 H23

7 仕様

・槽寸法：φ10,000㎜×側水深3,000㎜、掻寄速度：2.7m/min
・減速機：電動機直結型立形トルクリミッタ付サイクロ減速機
           CVVM05-6195TA-ESTL-20339
・電動機：3φ×0.4kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容 No.1汚泥掻寄機と同様



○ 機械濃縮設備

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No3汚泥濃縮機（ベルト式）
2 型式
3 製造番号 IE41033-001
4 製造者 ㈱クボタ
5 設置場所 機械濃縮棟
6 供用開始年度 H23
7 仕様 処理量：40㎥/ｈ、ベルト幅：2.0ｍ、総合出力、5.4kW

(1)分解整備（各種試験を含む）（1式）
(2)部品取替
（全体部）
①ステンレスベルト（1式） 、②防臭カバー用パッキン（フレーム）（ 1個） 、③防臭カバー用パッキ
ン（凝集ボックス） （1個）
（凝集ブロック部）
①トリムシール（1式）
（凝集装置部）
①自由軸端パッキン （1個）、②自由側軸受 （1個）、③減速機（凝集部） （1個）、④オイレスベア
リング （1個）、⑤Oリング （1個）、⑥オイルシール （2個）、⑦スナップリング （1個）、⑧平行キー
（角）  （1個）
（整流装置部）
①整流羽根シャフト （1本） 、②自由軸端パッキン （1個）、③自由側軸受 （1個）、④減速機（整
流部） （1個）、⑤オイレスベアリング （1個）、⑥Oリング （1個）、⑦オイルシール （1個）、⑧スナッ
プリング （1個）、⑨平行キー （1個）
（供給ブロック部）
①洗浄水タンク横カバーパッキン （2個）、②電極取付蓋パッキン （1個）、③電動ボールバルブ
（1個）、④水中電極（4個）、⑤ケーブルクランプ（4個）
（従動ロール部）
①蛇行防止スプロケット（2個）、②軸受カバーパッキン（2個）、③スケールプレート（2個）、④自
動調心コロ軸受（2個）、⑤オイルシール（2個）、⑥スナップリング軸用（2個） 、⑦スナップリング
穴用（1個）、⑧Oリング（2個）、⑨シールワッシャ（M8用）（8個）、⑩シールワッシャ（M16用）（12
個）
（洗浄部）
①洗浄パイプパッキン（4個）、②洗浄部シール（供給側）（1個）、③スプレーノズル（44個）
（リターンロール部）
①リターンロールスリーブ（4個）、②リターンロール軸受（4個） 、③スナップリング（4個）、④オイ
レスベアリング（4個）
（排出ブロック部）
①スクレーパ（1個）、②スケールプレート（2個）、③ターンバックル（2個）、④引張りばね（2個）
（駆動ロール部）
①蛇行防止スプロケット（2個）、②カラー（1個）、③減速機（駆動部）（1個）、④自動調心コロ軸受
（2個）、⑤オイルシール（2個）⑥オイルシール（1個）、⑦スナップリング（穴用）（1個）、⑧平行
キー（1個）、⑨スナップリング（軸用）（1個）、⑩シールワッシャ（M16用）（8個）、⑪シールワッシャ
（M8用）（4個）、⑫軸受カバーパッキン（1個）
（洗浄配管部）
①電動ボールバルブ（1個）、②接点付圧力計（1個）、③ストレーナ内網＋ガスケット（2個）、④洗
浄ポンプ（1個）
（ウェアストリップ部）
①サイドウエアストリップ（2個）、②中間スクレーパ受（32個）、③ガイド用ゴムシート（排出側）（2
個）、④ガイド用ゴムシート（供給側）（2個）、⑤V型レール（1式）
（濃縮促進用スクレーパ）
①濃縮促進用スクレーパA （1個）
（カバー部）
①排出カバーパッキン（2個）、②トリムシール（1式）
（防臭カバー部）
①トリムシール（1式）、②ワンタッチステー（L 、R）（各11個）
（制御盤）
①基本ユニット（1個）、②入力ブロック（3個）、③出力ブロック（2個）、④増設電源ユニット（1個）、
⑤アナログ入力ブロック（2個）、⑥アナログ出力ブロック（2個）、⑦メモリカセット（1個）、⑧特殊ア
ダプタ（1個）、⑧タッチパネル（1個）、⑨ケーブル（1個）、⑩インバータ（2個）、⑪インバータ（1
個）、⑫インバータ端子台（3個）、⑬直流電源装置（1個）、⑭アイソレータ（9個）、⑮ショックモニタ
（1個）、⑯電流センサ（1個）、⑰倍電抵抗器（1個）
（その他）
①消耗品等（1式）
（3）産廃処分（1式）

整備内容8



1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1-1汚泥破砕機
2 型式 刃圧調整機能付し渣破砕機Rotacut 5000pro Compact XL
3 製造番号 3113640-2152900-001-01
4 製造者 月島機械(株)
5 設置場所 1系消化タンク棟
6 供用開始年度 H25

7 仕様
・処理水量：1.4㎥/min、回転数：1,460rpm
・減速機：ヘリカル減速機 SK 42 F AL-132 S/4 TF
・電動機：3φ×5.5kW×400V×60Hz

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
①ハッチ用Oリング（1個）、②主軸（1個）、③スクリーン（1個）、④ロッキングス
リーブ（3個）、⑤クランプスクリュー（3個）、⑥ブレードロータ（1個）、⑦カッター
（4個）、⑧スプリングピン（大、小）（各4個）、⑨メカニカルシール（2個）、⑩メカ
ニカルシール用Oリング（2個）、⑪インナーリング（1個）、⑫インナーリング用イ
モビス（2個）、⑬インナーリング用Oリング（1個）、⑭キー（1個）、⑮シリンダー
ヘッドボトル（1個）、⑯ACCシリンダ（1個）、⑰スクリーンサポート（1個）、⑱PU
シール（1個）、⑲ギャップシール（1個）、⑳ACCエアーユニット（1個）、㉑ギヤ側
用ガスケット（1個）、㉒本体側用ガスケット（1個）、㉓ACCエアーユニット取付
金具（1個）、㉔ガスダンパー（2個）、㉕アダプタ（1個）、㉖ギヤモータ（1台）、㉗
その他消耗品等（1式）
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1-2汚泥破砕機
2 型式 刃圧調整機能付し渣破砕機Rotacut 5000pro Compact XL
3 製造番号 3113640-2152900-001-02
4 製造者 月島機械(株)
5 設置場所 1系消化タンク棟
6 供用開始年度 H25

7 仕様
・処理水量：1.4㎥/min、回転数：1,460rpm
・減速機：ヘリカル減速機 SK 42 F AL-132 S/4 TF
・電動機：3φ×5.5kW×400V×60Hz

8 整備内容 No.1-1汚泥破砕機と同様

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1-3汚泥破砕機
2 型式 刃圧調整機能付し渣破砕機Rotacut 5000pro Compact XL
3 製造番号 3113640-2152900-001-03
4 製造者 月島機械(株)
5 設置場所 1系消化タンク棟
6 供用開始年度 H25

7 仕様
・処理水量：1.4㎥/min、回転数：1,460rpm
・減速機：ヘリカル減速機 SK 42 F AL-132 S/4 TF
・電動機：3φ×5.5kW×400V×60Hz

8 整備内容 No.1-1汚泥破砕機と同様



○ 汚泥脱水設備

1 設備名称 熊本北部浄化センター　ベルトプレス脱水機
2 型式 IVPⅡA-30
3 製造番号 VP0337
4 製造者 (株)石垣
5 設置場所 第1汚泥処理棟
6 供用開始年度 H23

7 仕様
・ベルト幅：有効幅 3.0m、ろ布走行速度：0.2～2.0m/min
・処理量：70kg-DS/m.h、ケーキ含水率：83%以下
・電動機出力：総合出力 5.25kW

整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
（集中給油装置）
①分配弁・分配弁取付座（1式）、②分配弁・分配弁取付座（左用）（1式）、③配管材料
（継手・配管サポート・配管チューブ等全交換）（1式）
（ろ布）
①上ろ布（支給品）（1枚）、②下ろ布（支給品）（1枚）
（ロール用べアリング）
①ベアリングユニット（ドライブロールA）（2個）、②ベアリングユニット（ドライブロールB）
（2個）、③ベアリングユニット（シャーリングロール（A、B））（各2個）、④ベアリングユニッ
ト（シャーリングロールC）（4個）、⑤ベアリングユニット（シャーリングロール（D、E））（各
6個）、⑥ベアリングユニット（リターンロールA）(4個)、⑦ベアリングユニット（リターン
ロールB）(2個)、⑧ベアリングユニット（サポートロールA）(2個)、⑨ベアリングユニット
（押えロール（A、B））（各4個）、⑩水切リング（1式）
（ろ布テンション組品用部品）
①エアシリンダー（ろ布テンション）（4本）、②ベアリングユニット（ろ布テンション）（4
個）、③シリンダ先端金具（ろ布テンション）（4個）、④固定ナット（ろ布テンション）（4
個）、⑤割ピン（4個）
（テンションロール組品用部品）
①ベアリング押え（ライナー）（4個）、②ボールベアリング（深溝玉軸受）（8個）、③オイ
ルシール（4個）、④Ｏリング（4個）、⑤テンションロール（1個）
（ろ布蛇行組品用部品）
①シリンダ先端金具（ろ布蛇行修正）（4個）、②固定ナット（ろ布蛇行修正）（4個）、③ソ
リッドスリーブベアリング（TCC）（4個）、④ベアリングユニット（ろ布蛇行修正）（4個）、⑤
エアーシンダー（ろ布蛇行修正）（4個）、⑥割ピン（4個）
（スクレーパー装置組品用部品）
①刃先（スクレーパー）（2個）、②フック（スクレーパー）（4個）、③引張コイルバネ（スク
レーパー）（4個）
（洗浄ボックス上部組品用部品）
①シールパッキン（サイドシール）（2個）、②シールパッキン（エンドシール）（1個）、③
シールパッキン（上部洗浄ボックスA、B）（各1個）、④シールパッキン（上部洗浄ボック
スC、D、E）（各2個）、⑤押え板（上部洗浄ボックスA）（1個）、⑥VSホース（1式）、⑦ホー
スバンド（4個）、⑧洗浄ノズル（103個）
（洗浄ボックス下部組品用部品）
①シールパッキン（下部洗浄ボックスA）（3個）、②シールパッキン（下部洗浄ボックス
B）（1個）、③シールパッキン（下部洗浄ボックス（C、D））（各2個）④押え板1（下部洗浄
ボックス）（3個）、⑤押え板2（下部洗浄ボックス）（1個）、⑥水切りリング（ろ液トラフA）
（16個）、⑦洗浄ノズル（62個）
（リミットスイッチ組品用部品）
①LSサポートA（蛇行）（6個）、②LSサポート（ろ布破断）（2個）、③検知レバー（ろ布蛇
行用）（6個）、④検知レバー（ろ布破断）（2個）、⑤ナイロンチューブ（レバー用）（1個）、
⑥リミットスイッチ（8個）
（エア配管用部品）
①エア配管消耗品（1式）
（その他）
①消耗品等（1式）
（3）補修塗装（1式）
（本体内面塗装含む）
（4）産廃処分（1式）

8



1 設備名称 熊本北部浄化センター　スクリュープレス脱水機
2 型式 圧入式外筒回転型ISGSⅢ-0905
3 製造番号 GK-0162
4 製造者 (株)石垣
5 設置場所 第2汚泥処理棟
6 供用開始年度 H14

7 仕様

・スクリーン：φ900㎜×長4,500㎜、回転数：0.07～0.41rpm（10～60Hz）
・ろ過速度：345kg-DS･h
・ケーキ含水率：81WB%以下
・電動機：総合出力11.3kW

8 整備内容

（1）分解整備（各種試験を含む）（1式）
（2）部品取替
（外筒組品用部品）
①細目スクリーン（出口）（8個）、②細目スクリーン（間）（4個）、③細目スクリーン（入
口）（4個）、④単泡スポンジ（外筒）（8個）、⑤ライナースクリーン押え（0.5T、1,0T、1.5T）
（各32個）、⑥ライナースクリーン押え（0.3T）（64個）、⑦Oリング（A、B、C、D）（各1個）
（スクリュー軸組品用部品）
①スクリュー刃先（1式）、②ツメ（スクリュー軸）（1個）、③平行キー（1個）、④六角穴付
止ネジ(2個)、⑤ピストンツメ（ストッパー）（1個）、⑥ピストンツメ（外筒回転）（1個）、⑦ス
リーブ（ツメ）（2個）、⑧圧縮バネ（ツメ）（2個）
（フレーム出口側組品用部品）
①軸受（プレッサー移動軸）（2個）、②スプラインベアリング（1式）、③シリンダー先端金
具（1個）、④ジャバラ（シリンダー）（1個）、⑤ジャバラ（プレッサー移動軸）（2個）、⑥
ホースバンドジュピリー（5、6）（各1個）、⑦ホースバンドジュピリー（7 1/2）（4個）、⑧割
ピン（2個）、⑨エアーシリンダー（1本）、⑩自動調芯コロ軸受（1個）、⑪オイルシール（2
個）
（スクリュー駆動用部品）
①ローラーチェーン（63リンク）、②ジョイントリンク（1個）、③オフセットリンク（1個）、Oリ
ング（供給管）（2個）、④OリングG260（1個）、⑤グランドパッキン（1式）、⑥片長ニップ
ル（1個）、⑦ホースバンドジュピリー（1A）（2個）、⑧ハイプラスホース（1式）
（洗浄管組品用部品）
①パッキン（スクリーン洗浄管）（2個）、②ノズル（ウォッシング）（32個）、③ソケット（32
個）、④長ニップル（32個）、⑤ノズル（82個）
（集中給油組品用部品）
①消耗品等（1式）
（凝集混和槽部品）
①ベアリングユニット（凝集混和槽U）（1個）、②グランドパッキン（凝集混和槽）（1式）、
③パッキン（本体、点検窓）（各1個）、④ワイパー（6個）、⑤パッキン（ワイパー）（3個）、
⑥Oリング（P9）（6個）、⑦圧縮コイルバネ（3個）、⑧スリーブ（軸受）（3個）、⑨圧力伝送
器（1台）
（その他補器類）
①凝集混和槽駆動機（１台）、②スケールクリーニング剤（6箱）③消耗品等（1式）
（3）産廃処分（1式）

○ 清水ポンプ場

1 設備名称 清水ポンプ場　No.2揚砂ポンプ
2 型式 水中サンドポンプCVC100
3 製造番号 0604-867
4 製造者 新明和工業(株)
5 設置場所 清水ポンプ場
6 供用開始年度 H16
7 仕様 φ80×0.3㎥/min×20m×7.5kW×4P×400V×60Hz

8 整備内容

（1）本体取替（1式）
型式：CVC1001-F80
仕様：φ80×0.3㎥/min×20m×7.5kW×4P×400V×60Hz、羽根車材質
（HiCr）
その他：①ケーブル長（15m）、②チェーン（SUS304、6m）
（2）産廃処分（1式）



○ 電　気
○ 沈砂池・ポンプ棟

1 設備名称 熊本北部浄化センター　No.1非常用発電機
2 型式 発電機：GFC1357E-4、ディーゼル機関：AY40L-ST
3 製造番号 発電機：20YMQ0094、ディーゼル機関：
4 製造者 発電機：富士電機(株)、ディーゼル機関：ヤンマーパワーテクノロジー㈱
5 設置場所 沈砂池ポンプ棟
6 供用開始年度 R1
7 仕様 発電機：1000kVA×6,600V×60Hz、機関：891kW×1800rpm

8 整備内容

（1）分解整備備（メーカーF点検程度）（各種試験を含む）（1式）
①燃料噴射ポンプ分解整備、②各種盤点検、③その他
（2）部品取替（潤滑油脂類を含む）（1式）
（3）産廃処分（1式）

○ 清水ポンプ場

1 設備名称 清水ポンプ場　No.2非常用発電機
2 型式 発電機：E-AF、ディーゼル機関：M-200HL-UN
3 製造番号
4 製造者 発電機：(株)明電舎、ディーゼル機関：ヤンマーディーゼル(株)
5 設置場所 清水ポンプ場
6 供用開始年度 H15
7 仕様 発電機：625kVA×6,600V×60Hz、機関：699kW×1,200rpm

8 整備内容

（1）分解整備備（メーカーF点検程度）（各種試験を含む）（1式）
①燃料噴射ポンプ分解整備、②各種盤点検、③その他
（2）部品取替（潤滑油脂類を含む）（1式）
（3）産廃処分（1式）

○ 弓削ポンプ場

1 設備名称 弓削ポンプ場　非常用発電機
2 型式 発電機：SBOCN-E、ディーゼル機関：6LAAL-DT
3 製造番号 発電機：P2M033901、ディーゼル機関：No.5884
4 製造者 発電機：(株)安川電機、ディーゼル機関：ヤンマーディーゼル(株)
5 設置場所 弓削ポンプ場
6 供用開始年度 H6
7 仕様 発電機：375kVA×400V×60Hz、機関：460PS×1,800rpm

8 整備内容

（1）分解整備備（メーカーF点検程度）（各種試験を含む）（1式）
①燃料噴射ポンプ分解整備、②発電機制御盤点検、③その他
（2）部品取替（潤滑油脂類を含む）（1式）
（3）産廃処分（1式）

○ 接続点流量計

1 設備名称 1系初沈バイパス放流流量計
2 型式 流量変換器：DVFM
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 熊本北部浄化センター（場内）
6 供用開始年度 H16
7 仕様 計測方法：面速式、水位計測方式：圧力式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）



1 設備名称 1号流量計
2 型式 流量変換器：WDM-1X、PBフリューム：PBF-500
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 菊池郡菊陽町津久礼　地内
6 供用開始年度 H5
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：圧力式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 3号流量計
2 型式 流量変換器：UVH-2000
3 製造番号
4 製造者 東京計器（株）
5 設置場所 菊池郡菊陽町　地内
6 供用開始年度 H16
7 仕様 計測方法：水位流速式、水位計測方式：電波式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 3’号流量計
2 型式 流量変換器：WDM-1X、PBフリューム：PBF-600
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 菊池郡菊陽町武蔵ヶ丘北　地内
6 供用開始年度 H6
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：圧力式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 4号流量計
2 型式 流量変換器：WDM-1X、PBフリューム：PBF-250
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 菊池郡菊陽町武蔵ヶ丘北　地内
6 供用開始年度 H16
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：圧力式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）



1 設備名称 5号流量計
2 型式 流量変換器：F-304、PBフリューム：PBF-250
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 菊池郡菊陽町向陽台　地内
6 供用開始年度 H16
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：超音波式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 7号流量計
2 型式 流量変換器：DVFM
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 熊本市北区清水新地　地内
6 供用開始年度 H16
7 仕様 計測方法：面速式、水位計測方式：圧力式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 8号流量計
2 型式 流量変換器：F-304、PBフリューム：PBF-300
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 熊本市北区八景水谷　地内
6 供用開始年度 H16
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：超音波式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 8’号流量計
2 型式 流量変換器：F-304、PBフリューム：PBF-200
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 熊本市北区八景水谷　地内
6 供用開始年度 H16
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：超音波式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）



1 設備名称 9号流量計
2 型式 流量変換器：YLA21、PBフリューム：YPBF-250
3 製造番号
4 製造者 横河電機（株）
5 設置場所 熊本市北区鶴羽田　地内
6 供用開始年度 H18
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：超音波式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③PBフリューム（1個）、④取付
金具等（1式）
（2）各種試験調整
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 10号流量計
2 型式 流量変換器：YLA21、PBフリューム：YPBF-250
3 製造番号
4 製造者 横河電機（株）
5 設置場所 熊本北部浄化センター（場外）
6 供用開始年度 H16
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：超音波式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③PBフリューム（1個）、④取付
金具等（1式）
（2）各種試験調整
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 10’号流量計
2 型式 流量変換器：WDM-1X、PBフリューム：PBF-450
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 熊本市北区鶴羽田　地内
6 供用開始年度 H07
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：圧力式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）

1 設備名称 12号流量計
2 型式 流量変換器：WDM-1X、PBフリューム：PBF-500
3 製造番号
4 製造者 流量変換器：（株）エヌケーエス
5 設置場所 熊本北部浄化センター（場外）
6 供用開始年度 H16
7 仕様 計測方法：フリューム式、水位計測方式：圧力式

8 整備内容

（1）部品取替
①流量変換器（1台）、②水位センサー（1台）、③取付金具等（1式）
（2）各種試験調整（1式）
（3）産廃処分（1式）





熊本北部流域下水道の管理運営に関する協定書（案） 
 

熊本県（以下「甲」という。）と＿＿＿＿（以下「乙」という。）とは、熊本北部流域下

水道（以下「流域下水道」という。）の管理及び運営に関する業務（以下「管理業務」とい

う。）について、次の条項により協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、熊本県下水道事業の設置等に関する条例（昭和６３年熊本県条例第

３８号。以下「条例」という。）第１６条の規定により指定管理者に指定された乙が行う

管理業務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（管理業務） 

第２条 甲は、条例第１７条の規定に基づき、次に掲げる管理業務を乙に行わせる。 

(１) 流域下水道の運転操作及び監視に関する業務 

(２) 流域下水道の施設、設備及び物品の維持管理、保守点検及び修繕に関する業務 

(３) その他、指定管理者が流域下水道の管理上必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、別記１「熊本北部流域下水道指定管理者業務仕様書

（以下「仕様書」という。）」に定めるとおりとする。 

 

（管理物件） 

第３条 乙が管理する施設、設備、物品等（以下「管理物件」という。）の対象は、仕様書

及び別に甲が提示する下水道台帳、物品台帳等によるものとする。 

２ 乙は、管理物件を常に善良なる管理者の注意を持って管理しなければならない。 

 

（指定管理者の責務） 

第４条 乙は、次に掲げる関係法令及び条例その他の関係規程等並びにこの協定の定める

ところに従い信義に沿って誠実にこれを履行し、流域下水道が安全、安定的かつ効率的

に運営されるように管理しなければならない。 

(１) 下水道法、条例ほか下水道関係法令 

(２) 水質汚濁防止法、水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づき排水基準を定める

条例ほか水質規制関係法令 

(３) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律ほか下水汚泥等に係る廃棄物処理関係法令 

(４) 大気汚染防止法、騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法ほか環境保全関係法令 

(５) 地方自治法ほか行政関係法令 

(６) 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 

(７) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律、水道法、建築基準法、消防法、

電気事業法、建設業法その他の施設、設備維持管理又は保守点検に関する法令 

(８) その他 

ア 乙は、流域下水道の管理に関し知り得た個人情報の保護を図るため、個人情報の

保護に関する法律第６６条第２項第２号の規定に従い、第２０条において定める安

全確保の措置を講じること。 

イ 管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書等は、適正に管理し、５年間

保存すること。指定期間を過ぎた後も同様とすること。 

ウ 乙は、管理業務の実施に当たっては、エネルギーの使用の合理化に関する法律等

の関係法令を踏まえ、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの排出抑制に努めるとと

もに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進及び廃棄物の適正処理に努めること。   



 また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリーン調達）に努めること。 

エ 仕様書に定める性能基準を維持達成するため、下水道施設の運転管理を適切に行

うこと。 

オ 施設設備の維持管理及び物品等の調達管理等を適切に行うこと。 

カ 見学者対応その他の外来者対応業務等のため、通常業務日の日中勤務時間中は終

末処理場内に常時人員を配置すること。 

２ 乙は、見学者等の被災に対する第一次責任を有し、施設又は見学者等に災害があった

場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

３ 乙は、管理業務の継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場合には、速やか

に甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

（指定の期間） 

第５条 甲が乙を指定管理者として指定する期間は、令和９年（２０２７年）４月１日か

ら令和１２年（２０３０年）３月３１日までとする。 

２ 管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（委託料） 

第６条 管理業務に対する委託料（以下「委託料」という。）の額は、次の表のとおりとす

る。ただし、令和１０年度から令和１１年度については、対象年度の予算の範囲内で変

更することがある。 

対象年度 委 託 料 の 額 

令和 ９年度（２０２７年度） 金___,___,___円(うち消費税及び地方消費税の額__,___,___円) 

令和１０年度（２０２８年度） 金___,___,___円(うち消費税及び地方消費税の額__,___,___円) 
令和１１年度（２０２９年度） 金___,___,___円(うち消費税及び地方消費税の額__,___,___円) 

 

２ 各事業年度当初に甲乙協議したうえで委託料の支払計画書を作成し、その計画に従っ

て、乙は請求し、甲は、四半期ごとの前払いにより委託料を支払うものとする。 

３ 甲は、前項の規定による適法な支払請求書を受理した日から、３０日以内に委託料を

乙に支払うものとする。 

 

（委託料の額の変更） 

第７条 各年度において、流入水量実績が仕様書に規定する流入予測水量に対して１００

０分の２５を超える相違が見込まれる場合は、甲又は乙は、相手方に対して流入水量に

より変動を受ける費用（薬品費、汚泥処分費等）について、委託金額の変更を請求する

ことができる。 

 なお、委託金額の変更を請求する場合は、変更を要する根拠等を記した書面によらな

ければならない。 

 また、変更する額及び支払期間については、甲乙協議のうえ定めるものとする。 

２ 乙が仕様書第４条に掲げる性能基準を達成できない場合等については、甲は、委託料

の額を減額することができる。 

３ 前２項のほか、委託料の額を変更すべき特別な事情が生じた場合には、その都度、甲

乙協議のうえ、定めるものとする。 

 

（リスク分担） 

第８条 管理業務に関するリスク分担については、別記２のとおりとする。 

２ 前項に定める事項に疑義がある場合又は同項に定める事項以外の不測のリスクが生じ



た場合は、甲乙協議のうえリスク分担を決定する。 

 

（事業計画書等の提出） 

第９条 乙は、各年度の２月末日までに、当該年度の翌年度に係る次に掲げる内容を記載

した事業計画書を甲に提出しなければならない。 

(１) 管理運営の体制 

(２) 管理の概要及び実施する時期 

(３) 管理運営に要する経費の総額及び内訳 

(４) その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、前項の事業計画書が提出されたときは、内容を審査し、必要な指示をすること

ができる。 

 

（業務報告） 

第10条 乙は、毎月終了後１５日以内に次に掲げる事項を甲に報告するものとする。 

(１) 業務日誌記録事項の月集計（流入水、放流水の水量及び水質、下水及び汚泥の処

理処分状況、下水及び汚泥の分析結果、電力等調達管理状況等） 

(２) 各流量測定システムごとの流量の月集計 

(３) 運転操作、保守点検、維持補修、調整、給油、部品交換等の状況等 

(４) 事故、故障、苦情の状況及びその対応結果等 

(５) 施設見学者及び視察者の状況 

(６) その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、管理業務の適正を期するため、乙に対し、前項に掲げるもののほか管理業務及

び経理の状況に関し必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示を

することができる。 

 

（事業報告） 

第11条 乙は、毎事業年度終了後１か月以内に管理業務に係る事業報告書を甲に提出し、

その承認を得なければならない。 

２ 前項の事業報告書に記載する事項は、次のとおりとする。 

(１) 管理業務実施状況の概要 

(２) 管理経費の収支決算 

(３) 事業年度終了時の施設機能確認状況 

(４) その他甲が必要と認める事項 

３ 甲は、施設の良好な管理状況を確保するため、管理業務の水準を示す適正な指標を設

定し、乙は、第１項の事業報告書と合わせ、指標に対する管理業務の進捗状況を甲に提

出しなければならない。 

４ 乙は、第１項の事業報告書と併せ、前条第１項の規定による報告事項の年集計結果そ

の他必要な事項を記載した業務年報を甲に提出しなければならない。 

５ 乙は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明らかにし

ておくとともに、甲が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならない。 

６ 甲は、事業報告書その他報告書等に関し必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査

し、又は必要な指示をすることができる。 

 

（情報公開） 

第 12 条 乙は、施設の管理及び運営に関する情報の公開を行うため必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 



 

（指定の取消し等） 

第13条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、指定管理者の指定を

取り消し、又は管理業務の全部若しくは一部を停止させ、支払った経費の全部若しくは

一部を返還させ、及びこれらにより生じた損害の賠償を命じることができる。 

(１) 本協定に違反したとき。 

(２) 管理業務の処理が著しく不適当と認められるとき。 

(３) 乙の代表者等が指定管理者からの暴力団排除に関する合意書に規定する排除措

置の対象者であると認められたとき。 

(４) 募集要項に定めた参加資格に掲げる要件を欠くこととなったとき、財務状況の悪

化等により管理業務の履行が確実でないと認められるとき、又は社会的信用を著し

く損なうなど乙が指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。 

(５) 前各号のほか乙が流域下水道の指定管理者として管理業務を継続することが適

当でないと認められるとき。 

２ 乙が、この協定を指定期間内に解除しようとするときは、その３か月前までに甲の承

認を得なければならない。 

３ 甲は、第１項に定める場合のほか、必要があるときは、管理業務の全部又は一部を廃

止することができる。この場合においては、甲は、廃止しようとする日の３０日前まで

に乙に通知しなければならない。 

４ 前２項の規定により、指定管理者の指定が取り消された場合における損害の賠償につ

いては、甲、乙協議して定める。 

 

（天災等による施設供用の休止等） 

第 14 条 甲は、天災その他やむを得ない事由により流域下水道の施設の全部又は一部を

利用させることができないと認めるときは、当該施設の全部又は一部の供用を休止する

ため、甲は、指定管理者の指定を取り消し、又は管理業務の全部若しくは一部を停止す

ることができる。 

２ 乙は、前項の事由により流域下水道の施設の全部又は一部を利用させることができな

いと認めるときは、甲の承認を得て当該施設の全部又は一部の供用を休止することがで

きる。 

 

（原状回復義務） 

第15条 乙は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間を

定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった

施設又は設備を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、甲の承認を得たとき

は、この限りでない。 

 

（損害の賠償） 

第16条 乙は、管理業務の履行に当たり、乙の責に帰すべき事由により甲又は第三者に損

害を与えた場合は、損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ甲が損害を賠償したときは、

甲は乙に対して求償権を有するものとする。 

 

（保険契約） 

第17条 乙は、甲が指定する期日までに、自己の負担により損害賠償責任の履行の確保の

ため、保険契約を締結するものとする。 



２ 乙は、前項の規定による保険契約を締結したときは、保険証券の写しその他の契約内

容を証する書面を、遅滞なく甲に提出するものとする。 

３ 乙が第１項の保険契約の変更を行ったときは、前項の規定を準用する。 

 

（再委託の禁止） 

第18条 乙は、管理業務を他者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、第２条

第１項１号に規定する運転操作及び監視に関する業務を除く管理業務について、あらか

じめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

 

（個人情報の保護） 

第19条 乙は、管理運営業務を実施するに当たっての個人情報の取扱いについては、別記

３「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（流域下水道施設等の使用） 

第20条 乙は、管理物件を除く流域下水道の施設、設備及び物品を使用するときは、甲の

承認を得なければならない。 

 

（重要事項の変更の届出） 

第21条 乙は、定款、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったときは、遅滞なく甲に

届け出なければならない。 

 

（書類の提出） 

第22条 乙は、管理業務に必要な諸規則及び非常時（緊急時、異常時等）の体制を整備し、

これを甲に届け出なければならない。 

 

（業務の引継ぎ等） 

第 23 条 乙は、指定期間が満了し、又は指定管理者の指定を取り消されたときは、円滑

に、かつ、支障なく管理業務が継続できるよう、甲又は甲が指定する者に対して、管理

業務の引継ぎを行わなければならない。 

２ 甲が、指定期間の満了等により、新たに指定管理者の募集等を行う場合において、乙

は、甲の求めに応じて、乙による管理業務の実施状況等に関する情報を提供しなければ

ならない。 

 

（協定の改定） 

第24条 管理業務に関し、事情が変更したとき、又は特別な事情が生じたときは、甲乙協

議のうえ、この協定を改定することができる。 

 

（協議） 

第25条 この協定に関し疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項については、

その都度甲乙協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１

通を所持する。 

 

令和＿年（＿＿＿＿年）＿月＿＿日 

 



甲  熊本県 

代表者 熊本県知事 木村 敬 

 

乙  （住所） 

（名称） 

               （代表者氏名） 
 



別記２ 
リスク分担表 

 

種類 内        容 
負 担 者 

県 
指定管理

者 

物価変動 人件費、物件費等の物価の変動に伴う経

費の増加及び減少 
△（※１） 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増 

 
 ○ 

周辺地域・住民及

び施設利用者への

対応 

地域との協調 

 
 ○ 

施設管理、運営業務内容に対する住民及

び施設利用者等からの反対、訴訟、要望

への対応 

 ○ 

上記以外 

 
○  

法令の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 

 
○  

指定管理者制度に影響を及ぼす法令変更 

 
 ○ 

税制度の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 

 
○  

一般的な税制変更 

 
 ○ 

政治、行政的理由

による事業変更 

政治、行政的理由から、施設管理、運営

業務の継続に支障が生じた場合、又は業

務内容の変更を余儀なくされた場合の経

費及びその後の維持管理経費における当

該事情による増加経費負担 

 

○ 

 
 

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落

盤、火災、争乱、暴動その他の県又は指

定管理者のいずれの責めにも帰すことの

できない自然的又は人為的な現象）に伴

う、施設、設備の修復による経費の増加 

 

○  

書類の誤り 仕様書等県が責任を持つ書類の誤りによ

るもの 
○  

事業計画書等指定管理者が提案した内容

の誤りによるもの 
 ○ 

資金調達 経費の支払い遅延（県→指定管理者）に

よって生じた事由 
○  

経費の支払い遅延（指定管理者→業者）

によって生じた事由 

 

 

 ○ 



種類 内        容 
負 担 者 

県 
指定管理

者 

施設・設備の損傷 建築物の損傷で経年劣化によるもの（小

規模なもの（注）） 
 ○ 

      〃          （上記以外） 

 
○  

経年劣化の程度を超えた劣化、損傷 

 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が

特定できないもの（小規模なもの(注)） 

 

 
○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が

特定できないもの（上記以外） 
○  

資料等の損傷 管理者としての注意義務を怠ったことに

よるもの 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので当該第三

者が特定できないもの（小規模なもの(※

２)） 

 ○ 

第三者の行為から生じたもので当該第三

者が特定できないもの（上記以外） 
○  

第三者への賠償 管理者としての注意義務を怠ったことに

より損害を与えた場合 
 ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 

 
○  

セキュリティ 警備不備による情報漏えい又は犯罪発生 

 
 ○ 

事業終了時の費用 

 

指定管理業務の期間が終了した場合又は

期間中途における業務を廃止した場合に

おける事業者の撤収費用 

 ○ 

指定管理者が保障

すべき性能（放流

水質）の未達 

流入水量が想定範囲内かつ悪質な流入水

が認められない場合 
 ○ 

流入水量が想定範囲を超過した場合又は

悪質な流入水が認められた場合で、指定

管理者の性能達成に向けた対応が可能で

ある場合 

 

 ○ 

流入水量が想定範囲を超過した場合又は

悪質な流入水が認められた場合で、指定

管理者の性能達成に向けた対応が不可能

又はやむを得ない事由があると認められ

る場合 

 

○  

（注）△は別途、県との協議が必要。 

（※1）「熊本県公の施設の指定管理者制度に係る運用指針 別冊 指定管理者制度導入施設におけるス

ライド方式運用マニュアル（令和8年9月2日）」に定める方法により指定管理料を変動させる。 

（※2）「小規模なもの」とは、施設・設備等の機能や財産的な現在価値に影響を及ぼさない程度のもの

で、塗装、防錆、簡易な修繕等により回復可能なもの。  



別記３ 

個人情報取扱特記事項                               

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２条

第１項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この協定による

業務を実施するに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適

正に取り扱わなければならない。 

 

 （秘密の保持） 

第２ 乙は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはな

らない。この協定が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 

 （責任体制の整備） 

第３ 乙は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を

維持しなければならない。 

 

（責任者等の届出） 

第４ 乙は、この協定による個人情報の取扱いに係る責任者（以下「個人情報保護責任者」

という。）及び業務に従事する者（以下「作業従事者」という。）を定め、書面により甲に

報告しなければならない。 

２ 乙は、個人情報保護責任者又は作業従事者を変更する場合は、あらかじめ甲に報告し

なければならない。 

３ 乙は、定めた個人情報保護責任者又は作業従事者以外の者が当該個人情報を取り扱う

ことがないようにしなければならない。 

 

 （保有の制限） 

第５ 乙は、この協定による業務を行うために個人情報を保有するときは、甲の指示を受

け又は事前の承諾を得た上で、その業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法か

つ公正な手段により行わなければならない。 

 

 （安全管理措置） 

第６ 乙は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報の漏えい、滅失及び

き損の防止その他個人情報の安全管理のため、ＢＣＣ（ブラインド・カーボン・コピー）

によるメール送付の徹底、複数の職員による確認やチェックリストの活用、適正なサイバ

ーセキュリティ水準の確保等の措置その他必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

 

（作業場所の特定） 

第７ 乙は、この協定による業務を処理するため個人情報を取り扱うときは、その作業を

行う場所を明確にし、あらかじめ書面により甲に報告しなければならない。 

 

 （利用及び提供の制限） 

第８ 乙は、甲の指示又は事前の承諾がある場合を除き、この協定による業務に関して知

ることのできた個人情報を協定の目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはなら

ない。 

 



 （複写又は複製の禁止） 

第９ 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録さ

れた資料等を、甲の指示又は事前の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

 

 （持出しの制限） 

第１０ 乙は、甲の指示又は事前の承諾がある場合を除き、この協定による業務に関し取

り扱う個人情報を作業場所から持ち出してはならない。 

 

 （再委託の禁止） 

第１１ 乙は、この協定による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うものとし、

甲が承諾した場合を除き、第三者（乙に子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２

条第１項第３号に規定する子会社をいう。）がある場合にあっては、当該子会社を含む。以

下同じ。）にその処理を委託してはならない。 

２ 乙は、甲の承諾により、第三者に個人情報を取り扱う事務を委託する場合は、甲が乙

に求める個人情報の保護に関する必要な措置と同様の措置を当該第三者に講じさせなけれ

ばならない。 

 

 （派遣労働者の利用時の措置） 

第１２ 乙は、この協定による業務を派遣労働者によって行わせる場合は、当該派遣労働

者に本協定に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 前項に規定する場合において、乙は、甲に対して、当該派遣労働者の全ての行為及び

その結果について責任を負うものとする。 

 

 （資料等の返還等） 

第１３ 乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡され、又は乙が保有し

た個人情報が記録された資料・電子媒体等は、業務完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡

すものとする。また、乙が管理する機器等に記録された電子情報については、適正に消去・

廃棄した旨の報告を書面で提出するものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その

指示に従うものとする。 

 

 （作業従事者への周知） 

第１４ 乙は、作業従事者に対して、在職中及び退職後において、この業務に関して知る

ことのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと、協定の目的以外の目的に使用して

はならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項及び個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）第１７６条又は第１８０条の規定に該当した場合は罰則の適

用があることを周知するものとする。 

 

 （指示・報告） 

第１５ 甲は、乙がこの協定による業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保す

るため、乙に対して必要な指示を行い、又は本特記事項の遵守状況等、必要な事項の報告

若しくは資料の提出を求めることができるものとする。 

 

 （実地調査） 

第１６ 甲は、必要があると認めるときは、乙における管理体制及び実施体制並びに個人

情報の管理の状況について随時実地に調査することができる。 

 



 

 （事故発生時の対応） 

第１７ 乙は、この協定による業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生し、又は発生

したおそれがある場合は、その事故の発生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに甲に対

して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況等を報告し、

甲の指示に従わなければならない。 

２ 乙は、前項の漏えい等の事故が発生した場合には、被害拡大の防止、復旧、再発防止

等のために必要な措置を迅速かつ適切に実施しなければならない。 

３ 甲は、第１項の漏えい等の事故が発生した場合には、必要に応じて当該事故に関する

情報を公表することができる。 

 

（協定解除及び損害賠償） 

第１８ 甲は、乙が本特記事項の内容に反していると認めたときは、協定の解除及び損害

賠償の請求をすることができるものとする。 

 


